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経営環境の変化に対する今後の対応策
bよび地域経済に対する役割
一一富山県商工会連合会加入地域に
おける製造業を中心として一一ー
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この小論は，富山県商工会連合会加入地域における地場産業の中で、製造業に属する企業の本社あ
るいは主たる事業所が富山県に所在する場合に限定して，この場合の地場産業の存立要因，経営環
境の変化に対する今後の対応策およびこの地場産業が地域経済に対して果たす役割について考察す
ることを目的としている。
このような考察は私見の知る限りではまだなされていない。それだけに，本県の商工会議所加入
地域〈小矢部市を除く 8市の地域〉や本県全域の製造業の場合ではなくて，富山県商工会連合会地
域〈略称，商工会地域〉における地場の製造業の中小企業の存立要因やこれに関連した経営上の問
題点，今後の具体的な対応策，さらに，地域経済に果たす役割などを分析することは，若干の意義
があるものと思われる。
また，このような考察が各地域の工業の振興や地域開発において何らかの示唆を与える基礎研究
として役立つならば幸いである。
小論の構成は次の通りである。第2章では，既存資料による論題の考察を行い，従来の分析方法
とは異なる新しい角度から分析する。第3章では，地域経済における地場産業（製造業）の位置づ
けとその役割を考察する。第4章では，第2章や第3章の分析方法とは異なり，富山県商工会連合会
加入地域の既述の製造業者に対するアンケート調査を行い，この調査結果を分析し，その所見を明
らかにするとともに，残された問題点を指摘する。最後の第5節では，小論の分析を要約する。
第2章 富山県の地場産業（製造業）の概要
富山県の小規模事業者， とりわけ本県の地場産業として地元に存在する製造業を対象とした資料
はほとんど見あたらないというのが実情である。この意味においても，次の資料は本県の商工行政
の進め方について極めて重要なものである。
(1）富山県商工会連合会，地域問題調査研究委員会（委員長・主査富山大学教授瀧好英氏）
編， 『富山（東部）地区小規模事業対策特別推進事業調査研究報告書一一新しい地域経済を
めざして一一』，昭和53年3月。
(2) 同連合会，同委員会編， 『昭和53年度県西部編 小規模事業対策特別推進事業報告書一一ゆ
たかな地域社会づ、くりをめざして一一』，昭和54年3月。
これら2つの調査研究報告書は，地域経済の現状を詳細に分析し，問題点を堀り起して，小規模
事業者の対応策と将来の方向について明らかにしている優れた報告書である。特に，各市町村の特
性（報告書（1), 36頁。〉，地域の性格と産業構造（報告書（1),69～75頁。〉，本県地域商工業の問題点
と課題（報告書（2),203～212頁。〉，地域商工業振興の方向（報告書（2),213～223頁。〉などが科学的
にしてアカデミックな香気を漂わせて分析されている。
さらに，本県の小規模事業者も含めた既存資料としては次のものも重要であり，これらを活用し
ないわけにはいかない。
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(1) 富山県統計情報課編，『工業統計調査結果表』，各年版。
(2) 同課編，『富山県勢要覧』，各年版。
これらの既存資料の分析を十分に踏まえた上で，本県の地場産業の中の製造業の概要を明らかに
することがこの第2章の主眼である。
既存資料を用いて本県の地場産業（製造業）の概要を把握するために， ここでは，第1節で地場
産業（製造業）の概念を吟味し，第2節で就業構造を検討し，第3節で工業構造を検討する。
第1節地場産業（製造業）の概念
いわゆる「地場産業」の概念については，さまざまな概念が示されているが，ここでは「各地域
の諸資源を活用して地域独自の製品を生産する産業のことであり，その背景に伝統的工芸品産業と
いう歴史性をもっ産業である場合もあり，また，地域独自の技能・技術の集積を有する産業でもあ
る」と定義する。このような地場産業のうち製造業についてだけ取り上げてその概要を把握してみ
Tこし、。
この概念によると，県外資本による県外企業が本県に立地し，事業所をもって企業活動をしてい
る場合は，除外する必要がある。さらに，今回の調査対象とした地場産業は富山県商工会連合会加
入地域の製造業者だけに限定していることに留意しなければならない。従って，富山市，高岡市，
新湊市，魚津市，氷見市，滑川市，黒部市，砺波市の8市の製造業者は除外している。
なお，「製造業」とは， 日本標準産業分類（昭和26年統計委員会告示）に掲げる大分類Fにもとづ
く製造業のことであり，次のような21の業種（産業中分類名）に分類されている。省略表示で示せ
ば，食料品，繊維，衣服，木材・木製品，家具・装備品，パルプ・紙，出版・印刷，化学，石油・
石炭，ゴム製品，なめしがわ，窯業・土石，鉄鋼，非鉄金属，金属製品，一般機械，電気機械，輸
送機械，精密機械，武器，その他の製造業の21業種である。
「製造業」とは， 日本標準産業分類の大分類Fによると，有機または無機の物質に物理的・化学
的変化を加えて新製品を製造加工し，これを卸売業者や小売業者や産業用使用者（工場，鉱山，建
設業主各種会社，官公庁，公社，公団，学校，病院，ホテルなど）に大量または多額に販売する
もの，あるいは同一企業内の他の事業所に製品を引き渡すものであると定義されている。そして，
次の条件を備えた事業所のことである。
① 主として新製品の製造加工に従事する事業所は製造業に含めない。完成部品を組立作業（建
物などの土地に従事する工作物の組立作業は除外する。〉に従事する事業所は製造業に含める。
② 他の業者が所有する原材料に加工処理を加えて加工賃を受け取る賃加工業は製造業に含まれ
る。
③ 修理事業の事業所は製造業に含まれない。但し，機械を修理する事業所で金属工作・金属加
工機械を使用して製造加工した新製品の出荷があると製造業に含めるが，その出荷がなければ含め
ない。
④ 新製品の製造・販売の場合でも同一区画内に工場・作業所とみなされるものがあり，専従の
常用労働者を使用しているときは製造業とする。従って，主として自家取得物の使用による製造加
工は製造業としない。
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⑤ 発行・出版業務に従事する新聞社や出版社は製造業とする。
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⑥ 個人世帯で原材料を購入し，常用労働者を使用して継続的に製造加工する場合は製造業とす
る。
第2節就業構造
就業構造は， 1. 市町村別・従業者規模別事業所数， 2咽 市町村別・従業者規模別従業者数によ
って把握する。各市町村の人口，労働人口，就業人口が就業構造にどのような変化を与えるか，ま
た，労働人口の市町村間移動が就業構造にどのような影響を与えるか，についてはここでは把握し
ていない。
1. 市町村別・従業者規模別事業所数
富山県の『工業統計調査結果表』をみると，昭和53年12月31日現在，各市町村の事業所数の構成
比には大きな変動はみられない。対前年比で増加した市町村の中で、最も大きく増加したのは，上平
4事業所の133.3%増であり，次いで宇奈月 5事業所の41.7%増，大島4事業所の10.8%増，福野8
事業所の7.4%増，福光15事業所の6.7%増である。
これに対して，対前年比で減少した市町村で、目立つのは，山田 1事業所の20.0%減，上市5事業
所の7.6%減，八尾7事業所の7.2%減，井波4事業所の5.1%減の順である。
昭和53年12月31日現在で，『工業統計調査結果表』にもとづいて市町村別・従業者規模別事業所
数の割合をみると，まず3人以下の零細企業の割合では，宇奈月が47.1%と最も多く， 福光42.5
M，庄川40.9%，井波40.5%と40%台が続き，次いで井口36.4%，小矢部31.9%であり，ここまで
は県内平均の30.9%を上回る水準である。次いで，下30.0%，福野27.6%，細入27.3%，立山26.7 
Z，城端26.4%，福岡25.5%，大山24.1%，入善23.7%，小杉23.3%，平23.1%，大門21.7%，八
尾20.0%の順である。
小企業（4人～29人）の割合では，利賀84.6%が最も多く，これに次いで舟橋77.8%，山田75.0 
%，朝日74.3%，婦中72.6%，下70.0%，大島70.0%，大門69.6%，上市65.6%，大山65.5%，立
山65.3%，細入63.6%，大沢野63.0%，城端59.7%，福野58.6%，入善57.9%，福岡57.8%，小杉
57.5%の町村であり，ここまでは県平均の57.4%を上回る水準を示している。これに次いで，上平
57. 1%，小矢部54.9%，井口54.5%，平53.8%，庄川52.3%，八尾52.2%の順であり，過半数を超
えている。
中企業（30人～299人）の割合で，上平28.6%が最も多く，次いで県平均の10.8%を超える水準
の町村は，山田25.0%，大沢野24.1%，平23.1%，小杉19.2%，八尾17.8%，大島17.1%，入善
16.3%，福岡15.7%，舟橋15.1%，城端13.9%，婦中1.6%の順で示される。
大企業（300人以上）の割合では，大沢野5.5%が最も多く，次いで県平均の0.9%を上回る町村
は，井口3.5%，井波2.8%，大門2.2%，立山2.1%，入善2.1%，朝日1.5%，福岡1.0%の順で示
される。
地域全体でみると，小企業の割合が57.4%と最も多く，次いで零細企業30.9%，中企業10.8%,
大企業0.9%の順である。小企業と零細企業の合計は実に88.3%に達しており，商工会地域全体では
零細で小規模な事業所の極めて多いことがわかる。
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昭和53年12月31日現在の市町村別事業所数を全事業所についてみると，表2-1の通り，富山県
に占める各市町村の事業所数の構成比がわかる。この構成比（%）によって各市町村の事業所数か
らみた工業集積度を明らかにすることができる。工業集積度は，小矢部が4.6%で最も高く，次いで
福光3.8%，城端2.0%，福野1.8%，入善1.8%，福岡1.6%，立山1.6%，婦中1.5%，八尾1.4%,
庄Jil.4%，小杉1.2%，井波1.2%，朝日1.1%，上市1.0%の順で示される。
表2-1 市町村別・従業者規模別事業所数 （単位：所， %) 誌：零細企業 小企業 中企業 大企業 昭和53年 対年増52 以3人下 構比成 4人 10人120人｜｜ 30人 100人 ｜構比成 総数｜壁成9人 19人 29～人 叫ロl 構比成 ～～計 以上比 減率99人 299人
朝日町 12 17. 1 27 15 10 52 74. 3 5 一 5 7.1 1 1. 5 70 1. 1 企4.1
入善町 27 23. 7 22 29 15 66 57. 9 17 1 18 16. 3 3 2.1 114 1. 8 企1.7 
宇奈月町 8 47.1 4 4 一 8 47.1 1 1 5. 8 - 0.0 17 0. 3 41. 7 
大沢野町 4 7.4 19 10 5 34 63. 0 12 1 13 24.1 3 5. 5 54 0. 9 3.8 
大山町 7 24.1 8 8 3 19 65. 5 2 1 3 10.4 - 0.0 29 0.5 3.6 
舟橋村 1 11.1 4 3 7 77. 8 1 1 11.1 - 0.0 9 0.1 0.0 
上市町 7 1. 5 17 12 11 40 65. 6 9 4 13 21. 3 1 1. 0 61 1. 0 企7.6
立山町 27 26. 7 41 18 7 66 65. 3 5 1 6 5. 9 2 2.1 101 1. 6 A 2.9 
八尾町 18 20. 0 25 22 9 47 52. 2 13 3 16 17. 8 - 0.0 90 1. 4 企7.2
婦中町 14 15. 6 29 23 17 69 72. 6 8 3 11 1. 6 1 0.2 95 1. 5 2.2 
山田村 一 2 1 3 75.0 1 1 25. 0 - 0.0 4 0.0 企20.0
細入村 3 27. 3 3 2 2 7 63. 6 1 1 9.1 - 0.0 11 0. 2 0.0 
小杉町 17 23. 3 25 8 9 42 57.5 12 2 14 19. 2 一 0.0 73 1. 2 A 3.9 
大門町 10 21. 7 21 8 3 32 69.6 3 一 3 6. 5 1 2. 2 46 0. 7 0.0 
下 村 3 30. 0 4 2 1 7 70. 0 一 一 0.0 0.0 10 0.2 11.1 
大島、町 5 12. 2 17 10 2 29 70. 7 4 3 7 17.1 一 0.0 41 0.6 10.8 
小矢部市 92 31. 9 97 35 26 158 54.9 27 9 36 12. 5 2 0. 7 288 4.6 A 0. 7 
城端町 34 26.4 39 24 14 77 59. 7 15 3 18 13. 9 0.0 129 2.0 0.0 
平 村 3 23. l 5 1 1 7 53.8 3 3 23.1 0.0 13 0. 2 18.2 
上平村 1 14. 3 3 1 4 57.1 2 2 28. 6 0.0 7 0.1 133.3 
利賀村 2 15. 4 8 2 1 11 84. 6 0.0 一 0.0 13 0. 2 0.0 
庄川町 36 40.9 30 10 6 46 52.3 5 1 6 6. 8 一 0.0 88 1. 4 10. 0 
井波町 30 40.5 20 11 5 36 48.6 2 4 6 8.1 2 2.8 74 1. 2 企5.1
井口町 4 36.4 4 2 一 6 54. 5 1 一 1 9.1 一 0.0 11 0.2 0.0 
福野町 32 27.6 45 12 11 68 58.6 10 2 12 10. 3 4 3. 5 116 1. 8 7.4 
福光町 102 42.5 70 25 17 112 46. 7 16 9 25 10.4 1 0. 4 240 3.8 6. 7 
福岡町 26 25.5 31 15 13 59 57.8 14 2 16 15. 7 1 1. 0 102 1. 6 企1.9 
富山県 山 4／叫叫3,62757.4 519 61/ 0. 9／ι3中o.o/ 1. 7 
資料：富山県統計調査課（現在は富山県統計情報課〉，『工業統計調査結果表』，昭和53年。
注 1. 企印は減少率である。
2. 昭和53年の構成比＝〈各市町村事業所数÷富山県総事業所数〉×100
3. 各企業欄の構成比は各市町村内の構成比である。
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図2-1は，昭和45～53年間における人口の増減と事業所数の増減との相関をあらわしたもので
ある。図の原点に近い地域ほど人口増減，事業所数の増減とも微増あるいは微減にとどまっている
この場合に該当する上市，庄川，大門，朝日，城端，八尾，小矢部の7地域は，
事業所数を中心とした工業状況が安定的な状態にあることを読み取ることができる。他方では，
富山県における地場産業の存立要因．経営環境の変化に対す
る今後の対応策および地域経済に対する役割
ことを意味する。
ち，．
'-
のような状態を停滞状態に陥っていると読み取ることもできる（表2-3）。しかし
来のタイプの工業化と都市化の進展を進歩あるいは発展とみているからであるが，富山県の既存の
それらの地域は地場産業（製造業）の振
このことは従
工業集積地における工業化に問題があることを考えれば，
興においてむしろ何らかの可能性を残しているとみることもできる。
市町村別・人口の増減と事業所数〈全事業所〉の増減との相関
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昭和45年＝ 1
図2-1
人口増加率
40 
???? ?? ?
-40 
30 
20 
-10 
-20 
人口減少率
市町村別・従業者規模別従業者数2. 
前記の『工業統
計』では昭和49年と比較して減少傾向を示している市町村が多い。対52年比で減少した市町村のう
ちでは，利賀20人の15.4%減が最も大きい。次いで，
昭和53年12月31日現在における市町村別・従業者規模別従業者数については，
立山143人の7.7%減，大
門69人の5.0%減，細入8人の4.1%減，朝日46人の3.1%減，
他方，対52年比で最も多く増加したのは，上平29人の38.2%増，下1人の17.7%増を別として，
庄川109人の13.5%増，井口11人の12.8%増，舟橋13人の10.9%増，宇奈月18人の9.3%増，平13人
八尾56人の3.0%減の順である。
山田6人の6.9%減，
の8.1%増，大島73人の7.1%増，大沢野156人の6.2%増の順である。
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これらの増減は企業の市町村間移転と近隣市町村聞の労働力の移動による増減が原因となってい
ると思われる。
昭和53年12月31日現在，富山県に占める各市町村の従業者数の構成比をみると，最も大きな割合
を示すのは小矢部の4.2%である。これに次いで福光の3.0%，入善の2.7%，福野の2.4%，大沢野
の1.9%，婦中の1.9%，城端の1.7%，福岡の1.6%，上市の1.6%，立山の1.4%，井波の1.4%，八
尾の1.3%，小杉の＇i.1%，朝日の1.0%の順であり，その他の町村は微小である。
市町村別・従業者規模別従業者数の割合を『工業統計』でみると， 3人以下の零細企業の割合で
は，県平均の2.9%を上回る水準の町村は，下11.0%を最高として，次いで宇奈月9.0%, 井口 8.2
%，庄}1[7.7%，平5.2%，福光5.1%，大山3.6%，小矢部3.4%，城端3.0%，井波2.9%，立山2.9
%のI買で示される11地域である。
小企業（4人～29人〉の割合では，県平均の28.1%を上回る水準の町村は，庄}1[49.6%を首位とし
て，舟橋49.2%，大山46.8%，朝日45.7%，城端38.8%，立山35.1%，八尾34.5%，小杉34.4%,
福岡31.8%，上市30.8%，小矢部29.1%，福光29.0%の順で示される12地域である。
中企業（30人～299人）と大企業（300人以上）の割合は，データ・ソースである富山県の『工業統
計調査結果表』では秘匿されているため，示すことができない。
地域全体では，中企業の割合は38.4%，大企業の割合は30.7%であり，大企業と中企業だけで全
体の69.1%を占め，大企業と中企業の従業者が全従業者の7割ほどを示めしている。
第3節工業構造
市町村別の工業構造は， 1. 市町村別・従業者規模別製造品出荷額等による工業状況， 2. 市町
村別・産業中分類別製造品出荷額等の特化係数による工業構造， 3. 類型別工業の実態，の3つの
観点から把握する。
1. 市町村別・従業者規模別製造品出荷額等による工業状況
「製造品出荷額等」とは，製造品出荷額，加工賃収入額，修理料収入額および製造工程から出た
くずや廃物を含めたものの総称であり，内国消費税額は含まれない。
まず，各市町村の昭和44～53年までの10年間の製造品出荷額等（全事業所）の推移を富山県の
『工業統計調査結果』でみると，本県の製造品出荷額等に占める各市町村の製造品の出荷額等の構
成比では各市町村とも大きな変化はみられないが，郡部では年々微増している。
次に，昭和53年12月31日現在の市町村別・従業者規模別製造品出荷額等（全事業所）を前記の
『工業統計』でみると，対52年比では22市町村で増加し， 5町村で減少した。構成比で最も大きく
増加したのは，上平3億8,615万円の295.1%である。これに次いで井口 4億8,733万円の53.8%増，
舟橋17億2,916万円の28.1%増，庄川52億2,466万円の23.6%増，福岡362億4,433万円の18.7%増，
利賀4億737万円の17.7%増，小矢部99億2,6000万円の13.2%増，宇奈月16億9,591万円の12.0%の
I買である。
他方，対52年比で減少したのは，大山27億8,438万円の15.9%減，婦中20億5,700万円の4.8%減，
大沢野7億7,700万円の3.1%減，立山181億348万円の2.4%減，細入10億5,530万円の2.0%減の順
である。
富山県における地場産業の存立要因，経営環境の変化に対す
る今後の対応策および地域経済に対する役割
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市町村別・従業者規模別製造品出荷額等の割合を『工業統計』でみると，まず3人以下の零細企
業の割合では，県平均の0.6%を上回る水準の市町村は，下15.8%を最高として井口6.1%，宇奈月
3. 7%，庄Jl3.6%，平3.3%，大山1.5%，福光1.4%，立山1.0%，城端1.0%，細入0.9%，井波o.
7%，小杉o.7%，入善o.7%，朝日0.6%，小矢部0.6%の順で示される15地域である。
小企業（4人～29人）の割合では，県平均の14.3%を上回る水準の町は，庄川40.7%を筆頭に，
次いで小杉39.5%，大山34.0%，立山21.1%，大門20.0%，入善17.6%，朝日17.3%，城端15.7%, 
婦中15.4%，上市14.3%の順で示される10地域である。
中企業（30人～299人）と大企業（300人以上）の割合は，データ・ソースである前記の『工業統
計調査結果表』では数字が全部秘匿されているため，県平均水準を上回っているかどうかという内
容については立ち入ることができない。
地域全体では，中企業の割合は38.2%，大企業の割合は46.9%である。大企業と中企業の割合の
合計は実に85.1%に達している。特に大企業の製造品出荷額等が地域全体の約半分を占めているこ
とがわかる。
このような市町村別・従業者規模別製造品出荷額等を用いて「各市町村の工業状況」を明らかに
することができる。この場合，次のような図解法を用いて各市町村の工業状況を明らかにすること
ができる。図2-2は，横軸に富山県に占める各市町村の製造品出荷額等の構成比（%）を取り，
縦軸に昭和45年の製造品出荷額等を1とした各市町村の昭和53年12月31日現在における製造品出荷
額等の伸び（倍）を取り，表2一2を用いて図示したものである。この図によれば，あくまでも表
2-2の数値にすぎないが，「市町村の工業状況」を3つの類型，すなわち，「飽和停滞地域」， 「現
状維持地域」および「躍進地域」に分けることができる。
類型（1）：飽和停滞地域
この地域に入ると想定されるのは，上平，山田，下，平，利賀，細入，舟橋，井口の 8村と大
山，宇奈月の2町である。これらの8村はいわゆる過疎地域とみなされている地域である。
類型（2）：現状維持地域
この地域に入ると想定されるのは，朝日，入善，上市，立山，八尾，小杉，大門，大島，城端，
井波，庄川，大沢野の12町である。
類型（3）：躍進地域
この地域に入ると想定されるのは，福野，福光，福岡，婦中の4町と小矢部の 1市である。
図2-2に関連して，昭和45年の製造品出荷額等を1とした昭和45年から昭和53年までの9年間
における市町村別・製造品出荷額等の伸び（倍）と事業所数（全事業所）の伸び（倍）との相関を
表2-2と図2-3でみると，各市町村の工業状況がより一層明らかになる。この相関図によれ
ば，「各市町村の工業状況」を次の4つの類型に分けることができる。
類型（1）：事業所数の伸びが県平均の2.6倍を超え，製造品出荷額等の伸びが県平均の1.1倍を超え
ている場合の工業状況。
この工業状況に入る地域は，宇奈月，福岡，八尾，福野，入善，小杉，福光，大山， 大島の 9
町，舟橋，上平，平，下，井口の5村，小矢部の 1市である。これらの市町村の工業状況は概して
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図2-2 製造品出荷額等の伸び（倍〉とその富山県に占める各市町村の構成比との相関
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富山県における地場産業の在立要因．経営環境の変化に対す
る今後の対応策および地域経済に対する役割
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表 2ー 2 市町村別・製造品出荷額等（需要〉の伸びと事業所数〈全事業所〉の伸びとの相関
みて 製造品出荷額等〈万円〉 ｜事 業 所昭和45年 昭和53年 伸び〈倍）Ii関脇｜昭和45年｜昭和昨
朝 日 町 427,812 1,203,350 2.8 0.6 72 70 
入 善 町 775,517 2,537,582 3.3 1. 3 87 114 
宇奈月町 4,317 169,591 39.3 o. 1 7 17 
大 山 町 119, 931 331,263 2.8 0.2 19 29 
大沢野町 1,476,682 2,511,679 1. 7 1. 3 36 54 
舟 橋 村 9,136 134,980 14.8 o. 1 4 9 
上 市 町 903,784 1,933,062 2.2 1. 0 60 61 
立 山 町 779,069 1,854,272 2.4 1. 0 81 101 
/¥ 尾 町 469,058 1,682,131 3.6 0.9 84 90 
婦 中 町 1,619,738 4,092,214 2.5 2.1 37 95 
山 田 村 13,853 29,022 2. 1 0.0 3 4 
細 入 村 91,648 105,330 1. 1 o. 1 7 11 
杉 町 424,739 1,388,434 3.3 o. 7 41 73 
大 Fう 町 889,826 1,036,575 1. 2 0.5 46 46 
下 村 2,620 16,444 6.3 0.0 3 10 
大 島 町 545,344 2,240,303 4.1 1. 2 16 41 
小矢部市 2,392,080 8,525,202 3.6 4.4 257 288 
城 端 町 744,930 2,049,190 2.8 1.1 138 129 
平 村 6,475 23,245 3.6 0.0 5 13 
上 平 村 3,561 38,615 10.8 0.0 6 7 
利 賀 村 8,951 40,737 4.6 0.0 13 13 
圧 JI[ 町 193,560 522,466 2. 7 0.3 84 88 
井 波 町 1,284,627 1,918,976 I 1. 5 1. 0 63 74 
井 口 村 4, 519 48,733 10.8 0.0 6 11 
福 野 町 1,368,032 4, 793,535 3.5 2.5 87 116 
福 光 町 2,070,280 5,357,967 2.6 2.8 183 240 
福 岡 町 556,861 3,624,433 6.5 1. 9 39 102 
富 山 県｜ 74,924,400 肌 4附 28 I 6,317 
資料： 表2-1に同じ。
注 1. 昭和45年＝ 1とする。
2. 昭和53年の構成比は富山県に占める各市町村の割合である。
3. 各年12月31日現在。
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下村 0. 0 ー x x x 一一一 x - x x x x 
大島町 0.2 - x x 0. 47 x x x 3底 ー 3. 2. 78 9.5 8.19 x x 1. 4 1.25 1. 3 1.08 x .% 
小矢部市 5. 4 1.23 12.3 2. 79 1. 7; 0. 17. 2 3. 91 0.3 0.06 0.8 0.19 0. 7 5.1 1.15 8. 92 
城端町 1. 一1.4 1.32 7.C 6. 56 0. 2 0. 21 0. 6 0. 52 0.6 0.55 0. 0.03 8. 7.5~ ~ x 0. 54 
平村 0. 一0.1 7.14 o.o 2.86 x x 一一一一一 一一一一 1. 7( 
上平村 0.0 - x :fl 混 一ーー 一 一一一一一 x x 一一一一 x x - 一
利賀村 o.o ー0.1 2.42 x " 一 一一 一一一一一 0. 5•21.4.5 一一一ー 一 一一一 ー
庄川町 0.3 ー0.1 0.35 1 4.09 0.2 8.85 1.2 4.27 " " " " -－ー－ "' x x " x 0.9 3.49 ー 2.5S 
井波町 1.0 - 0.1 0.10 4. 2 0.37 
1. 611鈎；え；・01
o.o仏01 " ~ " x 』ー ー ー ー " " " x 0.1 0.06 ー - " " 0.3 0.31 
井口村 0.0 - x x o, 1 4.45 " " - 一 一一一‘ 一一 " :fl －ー ー " " - " " 
福野町 2.5 ー0.2 0.06 5. 9 2.38 0.2 0.08 " 0.0 0.0 1 o. 3 1.3 1 x " －’T －”ー ー 0. 7 0.29 13.~ 5.63 4.4 1.78 1.0 0.42 - 0.2 o.~ 
福光町 2.8 ー5.1 1. 84 0. 6 0.22 0.4 0.15 o. 2 0.07 一ー一一一 x " " " 2.9 .1.03 2.3 0.83 5.1 1.82 0. 6 0.15 8,5 3. °'
福岡町 1.9 ー0.1 0.05 0 0.54 0. 4 0. 1.13 1.1 0.関 o. 5 0.28 " " x x ，ー ー 3. 1. 72 x " 4:4 2.34 3.6 r.92 o. 1 o.37 " x " " 1.8 0.9E 
富山県 100.0 10. ol ｜肌o) 1100 .01 100.01 ioo：·~ 肌4 100.0 100.0 )10. 01 100.0 10. 0 10. 0 100.0/ 100.0 
表2ー 3
資料：富山県統計調査課，『工業統計調査結果表』，昭和53年，により作成。
注 1.昭和53年12月31日現在。
2. 特化係数B＝当該市町村のC業種の製造品出荷額等ム県のC業種の製造品出荷額等
当該市町村の製造品出荷額等 ． 県の製造品出荷額等
構成比A＝当該市町村のC業種の製造品出荷額等（%表示〉
県の製造品出荷額守
精密機械と武器は存在しないため除外している。
むコ
3. 
4. 
??
???
市町村別工業構造一一製造品出荷額等の特化係数1.0以上一一表2-4
種
朝日町
入善町
宇奈月町
特化係数の合計
15.20 
18. 73 
1. 82 
業
窯業・土石（1.46) 
衣 服（1.35) I家具・装備品（1.20) 
す刀てを造
服（2.43)
維（2.30)
構業
繊 維 c1. 83) I木材・木製品 c3. 48) I衣
輸送機械 C7. s2) I電気機械 C6. 36) I繊
食料品 c1. 82) 
工市町村別
?????
?
??
? ????
?
?
?
????????〉??????
??
? ?
?
??????。，???????
?
??
19.85 
6.82 
x 
1. 15 
9. 71 
26.25 
9.99 
x 
31. 46 
服（1.01) 
機械 Cs.10) I一般機械（2.02)
機械ci. 47) I食 料 品ci.36) I木材・木製品（1.09) 
窯業・土石（1.29) 
衣服（1.61) 
窯業・土石CL78) I衣
電気機械（1.00) 
食料品（1.44) 
非鉄金属（1.65) 
木材・木製品Cl.96) 
一般機械（1.11) 
?????? ?
??
?
? ?
??
? ? ?
???
，? ??
??
????
?
?
?
??
?????
???
??
???
?
??
?。
??
??
??
?
?
?
?
?
?
? ? ???? ?
?
?
?
???? ??? ??? ??? ?
気
気
?
10.23 
12.44 
x 
13.30 
品CLss) I窯業・土石（1.60) 料鋼 c2. s1) I衣 服c2. o9) I金属製品ci.88) I食
維c7. 79) I窯業・土石c2. 77) I食料品（1.88) 鉄繊
????
杉
門
????
鋼 c8. 19) I窯業・土石 c2. 78) I金属製品CL2s) I一般機械（1.08) 
x 
鉄
械 C8. 92) I衣
械 C7. 51) I繊
品 C7. 14) I繊
23.91 
16.47 
1. 70 
x 
23.87 
25.06 
22. 76 
4.45 
15. 76 
14.85 
7.11 
輸送機
電気機
食料
x 
窯業・土石（21.45) 
木材・木製品 c8.85) 
木材・木製品（1.69) 
繊維c4.45) 
金属製品 c5.63) 
家具・装備品 c5.56) 
非鉄金属 c2.34) 
品ci.23) I窯業・土石（1.15) 料?、 』?、 』
?
????
?
?
??
?、???????、 ??????
? ?
????
、
? ?
，
??
?
????
?????、 ， 、 』 、
?
???
? ?
?
?
??
? ???? ??? ?
?
??
?
???
食料品 c2.42) 
家具・装備品 c4.27) 
衣服 (10.06) 
服（1.78) 繊 維C4.o9) I電気機械（3.49) Iその他の製造業（2.58)I衣
家具・装備品（1.01) 
出版・印刷（1.31) 
金属製品（1.03) 
一般機械（1.78) 
電気機械（1.82) 
家具・装備品（1.13) 
繊維（2.38) 
食料品（1.84) 
窯業・土石（1.72) 
衣服c4. 66) 
木材・木製品 c4.60) 
金属製品 c1. 92) 
島
小矢部市
城端町
平村
上平村
利賀村
庄川町
井波町
井口村
福野町
福光町
福岡町
??，??、 ，?? ?? ????????? ?．。??，?。 、?、 ?? ?? ????、??? 学CL29) I木材・木製品（1.22) 非鉄金属c6. 30) I金属製品ci. 83) I繊富山県（対全国，）
昭和52年／
13.92 
注表 2ー 3によってまとめたものである。昭和53年12月31日現在。通産省．『昭和52年工業統計概数表』．昭和52年。富山県統計調査課．『工業統計調査結果表』，昭
和53年。
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安定的な状況にあると想定される。
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類型（2）：事業所数の伸びは県平均の2.6倍を超えるが，製造品出荷額等の伸びは県平均の1.1倍を
下回っている場合の工業状況。
この工業状況に入る地域は，山田，細入の2村と婦中，立山，大沢野，井波の4町であると想定
される。
類型｛3）：事業所数の伸びは県平均の2.6倍を下回るが，製造品出荷額等の伸びは県平均の1.1倍を
超えている場合の工業状況。
この工業状況に入る地域は，朝日，庄川，城端の3町である。
類型（4）：：事業所数の伸びも製造品出荷額等の伸びも県平均を下回っている場合の工業状況。
この工業状況に入る地域は，上市と大門の2町である。
これらの類型をみる限り，概して安定的な工業状況にある市町村の方が多いように思われる。
2. 市町村別・産業中分類別製造品出荷額等の特化係数による工業構造
市町村別・産業中分類別製造品出荷額等は，前記の『工業統計Jを用いてその「特化係数」を求
めると，表2-3で示すような数値が得られる。
この場合の特化係数の値し、かんによって，市町村別の工業構造が本県全体の中で， しかも各産業
あるいは各業種の中でどのような特色をもち，どのように位置づけられているか，を明らかにする
ことヵ：で、きる。
特化係数の値が1.0よりも大きければ大きいほど，各市町村の当該業種の水準が本県あるいは当
該業種の平均水準よりも高いことをあらわしている。逆に，その特化係数の値が1.0よりも小さけ
れば小さいほど，各市町村の当該業種の水準が本県あるいは当該業種の平均水準よりも低いことを
あらわしている。
ここで，その「特化係数が1.00以上の値をもっ業種」を取り上げてみると，市町村別の工業構造
の特色と位置づけが明確に示される（表2-4）。
さらに，表2-4のカッコ内の数値で示した特化係数が2.00以上の値をもっ業種をみると，各市
町村における工業構造の中の中核業種が明らかになり，富山県全体におけるその業種の位置づけも
より一層明らかになる。
朝日は，繊維（7.83）が地域全体（28地域〉で最も特化し，木材・木製品（3.48）と衣服（2.43) 
も県平均の2倍以上特化している。
入善は，輸送機械（7.52）と電気機械（6.36）でかなり特化しており，繊維（2.30）も特化して
し、る。
大野沢は，窯業・土石（1.64）で著しく特化している。電気機械（5.10）もかなり特化してお
り，一般機械（2.02）も特化している。
大山は，一般機械（3.99）が地域全体で最も特化している。
上市は，繊維（5.66）でかなり特化し，化学（2.76）で特化している。
立山は，窯業・土石（3.67）と金属製品（2.78）に特化している。
八尾は，電気機械 (17.70）に著しく特化し，その他の製造業（3.80）にも特化している。
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婦中は，化学（6.60）が地域全体で最も特化している。
細入は，電気機械（31.46）に著しく特化しており，地域全体で最も大きな特化係数である。
小杉は，鉄鋼（2.81）と衣服（2.09）に特化している。
大門は，繊維（7.79）にかなり特化し，窯業・土石（2.77）に特化している。
大島は，鉄鋼（8.19）が地域全体で最も特化し，窯業・土石（2.78）にも特化している。
小矢部は，輸送機械（8.92）が地域全体で最も特化し，衣服（5.91）もかなり特化し，家具・装
備品（3.91）と繊維（2.79）にも特化している。小矢部では特化業種は6業種あり，庄川とならん
で地域全体の中で特化業種が最も多い。
城端は，電気機械（7.51）と繊維（6.56）にかなり特化している。
平は，食料品（7.14）が地域全体で最も特化し，繊維（2.81）も特化している。
利賀は，窯業・土石（21.45）が地域全体で最も特化し，食料品（2.42）にも特化している。
庄川は，木材・木製品（8.85）にかなり特化し家具・装備品（4.27），繊維（4.09），電気機械
(3. 49）ダその他の製造業（2.58）にも特化していることが目立つている。
井波は，木材・木製品（1.69）と衣服（10.06）が地域全体で最も特化している。
井口は，繊維（4.45）に特化している。
福野は，金属製品（5.63）が地域全体で最も特化し，衣服（4.66）と繊維（2.38）も特化してい
る。
福光は，家具・装備品（5.56）が地域全体で最も特化し，木材・木製品（4.60）も特化してい
る。
福岡は，非鉄金属（2.34）が地域全体で最も特化している。
このように各市町村には工業構造の中核となる業種があり，重要な役割を果たしていることがわ
力、る。
特化係数を2つ以上もつ市町村の製造品出荷額等の特化係数（1.00以上）の合計で工業構造全
体の大きさをみると，八尾の26.25が最も多く，次いで庄川25.06，小矢部23.91，利賀23.87，井波
2. 76，大沢野19.85，入善18.73，城端16.47，福野15.76，朝日15.20，福光14.85，大島13.30，大
門12.44，平1.70，上市11.15，小杉10.23，婦中9.99，立山9.71，福岡7.11，大山6.82の順で示さ
れる（表2-4）。
3. 類型別工業構造の実態
「各市町村別工業構造の実態を類型化すること」によって既述の工業状況や工業構造をより明確
にすることができる。この類型化の方法は小論の第2章の文献で、示された瀧教授の分析方法に負う
ところが極めて大きい。
次に示した9つの類型では，六角形の図形は3本の統計で事業所密度，従業者密度および製造品
出荷額密度を示し， 3本の統計で製造品出荷額等規模，付加価値額規模および有形固定資産規模を
示している。三角形の図形は， 3本の統計で従業者1人当りの場合の製造品出荷額等，付加価値額
および有形固定資産額（すなわち資本装備率あるいは資本集約度）を示している。
六角形と三角形で用いる指標ないしは変数の定義は次の通りである。 （ ）内は単位である。
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事業所密度＝事業所数÷人口×l,000 
従業者密度＝従業者数÷人口×l,000 
製造品出荷額密度＝製造品出荷額等÷人口
製造品出荷額規模＝製造品出荷額等÷事業所数
付加価値額規模＝付加価値額÷事業所
有形固定資産規模＝有形固定資産÷事業所数
従業者1人当りの
製造品出荷額等＝製造品出荷額等÷従業者数
付加価値額＝付加価値額÷従業者数
有形固定資産額＝有形固定資産額÷従業者数
（所）
（人）
（万円）
（万円）
〈万円）
（万円）
（万円）
（万円）
（万円）
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六角形と三角形はともに各市町村別工業構造の実態を示すものであるが，正六角形と正三角形は
ともに富山県全体の製造業の工業構造の実態を示すものである。正六角形と正三角形の図形に用い
る6本と 3本の統計は六角形と三角形の場合に用いる統計と同じものである。正六角形の中心から
6つの頂点までの長さは，富山県全体の場合の製造業の各指標ないしは変数の大きさをあらわし，
この図形では1とみなしている。例えば，富山県のその事業所密度の大きさを lとみなしているわ
けである。他の5つの指標ないしは変数についても同様である。正三角形についてもその中心から
3つの頂点までの長さを1とする。例えば，本県の製造業における従業者1人当りの製造品出荷額
等の大きさを 1とする。他の2つの指標ないしは変数についても同様である。
次の表2-5～表2-13の数値はすべて本県の場合を1としたときの各市町村の指標値を示して
いる。従って，本県の製造業の指標を示す正六角形と正三角形に各市町村の指標を示す六角形と三
角形をそれぞれ重ね合わせると，各市町村の工業状況や工業構造の特色や位置づけを明らかにする
ことができる。この方法によって次の9つの「類型別工業構造の実態」を抽出することができる。
類型（1）：工業密度最優位地域（福光，小矢部）
事業所密度，従業者密度，製造品出荷額密度がいずれも県内平均を上回る水準の場合を工業密度
最優位地域と名づけた。この地域には福光と小矢部が入ると想定される。両市町の類似性はどこ
に認められるかを工業構造で吟味する。両市町の図形の大きさは違うが，図の形と特色にはかなり
の類似性のあることがわかる。また，両市町とも有形固定資産規模が県内平均をかなり下回り，そ
の半分以下の水準であることもよく似ている。両市町の業種にもとづく詳細な分析は他町村の場合
と同様に割愛する。
表2-5 工業密度最優位地域
市町別 事業所密従一一造品出一
有形固定資 従業者1人当りの
度 度 荷額密度荷額規模規模 産規模 犠品出荷！付加価値額｜韓国定
福光町l 0.54 
小矢部市｜ 0.56 
。 。
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図2-4 地域別工業構造一一工業密度最優位地域一一
製造品出荷額密度
福光町
従業者l人当りの
製造品恒荷額等
従業者密度 事業所密度
付加価値額規模 従業者1人当りの
付加価値額
製密
従密
従製
小矢部市
従有
付規
類型（2）：工業密度最優位地域兼工業規模優位地域（大島，福野）
製造品出荷額規模，付加価値額規模，有形固定資産規模がいずれも県平均を上回る水準の場合を
工業規模優位地域と名づけると，この地域に入るのは大島，福野であると想定される。両町の図形
の大きさと形は違うが，類似性は指摘することができる。しかし大島では工業密度よりも工業規
模の方が優れており，逆に福野は工業規模よりも工業密度特に従業者密度の方が優れている。この
点で両町の工業構造は異なっている。また，資本装備率（従業者1人当りの有形固定資産）をみる
と，両町では正反対の特色を示している。
表2-6 工業密度最優位地域兼工業規模優位地域
事業門従業者密製造品出製造品出荷付加価値額有形固定資
従業者1人当りの
町 別 度度 荷額密度額規模 規模 産規模 鶴品出荷｜付加価値額｜韓国定
1. 42 
福野町｜ o. 76 
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図2-5 地域別工業構造一一工業密度最優位地域兼工業規模優位地域一一
大島町
製規
従密
福野町
製密
付規
製密
付規
従付
有規
類型（3）：工業密度優位地域兼工業規模準優位地域（福岡）
従製
従製
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従有
従有
製造品出荷額規模と付加価値額規模が県平均を上回る水準の場合を工業規模準優位地域と名づけ
ると， この地域に属すると想定されるのは福岡である。この類型は福光や小矢部の工業規模が増大
した場合（表2-13と図2-4）とみなすことができるであろう。
町 ~I] ／：業所十密［韓関審議問／：：価醐／：：：丸善品崎山｜主
福岡町II引1必I1.イ 1.161 1川oηl 1ペ 1. 21 I o. 75 
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図2-6 地域別工業構造一一工業密度優位地域兼工業規模準優位地域一一
製密
従密
福岡町
付規
類型（4）：工業密度優位地域（井波，城端）
従製
従有
工業密度優位地域とは事業所密度と従業者密度が県平均を上回る水準の場合であると定義すれ
ば，この地域に入る類似性をもっているのは井波と城端である。両町の図形は違うが，工業密度の
特性において類似している。しかし，両町は城端の事業密度が極端に外側に突き出ているのが目に
止まる点で異なっている。また，城端の工業規模が井波の工業規模の半分程度であることも相違点
である。
表2-8 工業密度優位地域
町 別 1＝業所密1：業者
井波
城端
町 I uo I i. 36 1 o. 93 I o.窃 I o. 89 1 o. 67 I o. 69 I o. 72 I 
町 1 i. 88 I i. 53 1 o. 97 1 o. 52 I o. 64 I o. 50 I o. 63 1 o. 78 1 
図2ー 7 地域別工業構造一一工業密度優位地域一一
製密 従製
従密
井波町
従有
付規
従密
城端町
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製密 事密 従製
付規
類型（5）：工業密度準優位地域（圧川，井口，舟橋）
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従有
3つの工業密度のうち事業所密度だけが県平均水準を上回る場合を工業密度準優位地域と定義す
れば，この地域には庄川と井口が入ると想定されるが，やや弱い類似性をもっ舟橋も入れることも
できる。庄川と井口には強い類似性が認められ，六角形と三角形の図形がともによく似ている。舟
橋は両町村と図形が異なる上に，従業者1人当りの付加価値額は両町村よりも大きいことも異なる
点である。
表2-9 工業密度準優位地域
リ｜報所密｜従業者密！製造品出｜製造品出荷｜付加価値額一資！ 従業者1山
度 ｜度 ｜荷額密度l額規模 l規模 l産規模 ｜鶴品出荷｜付加価値額｜羅固定
庄川町 I 2. oo I o. 94 1 o. 39 1 o. 19 1 o. 24 1 o. 29 1 o. 41 1 o. 51 1 
井口村 I i. 33 I o. 53 I o. 19 I o. 14 1 o. 2s I o. 33 I 0お｜ o. n 1 
舟橋村 I i. 16 I o. 76 / o. 56 / o. 63 1 o. 86 1 o. 44 1 o. 95 1 i. 30 1 
図2-8 地域別工業構造一一工業密度準優位地域一一
従製
製密
従密
庄川町
製規
従有
付規
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製密 従製
製規
従有
従密
井口村
イ寸規
製密 従製
従密 事密
従肴
舟橋村
製規
付規 従付
類型（6）：工業規模優位地域（大沢野，婦中，上市）
製造品出荷額規模，付加価値額規模，有形固定資産規模がいずれも県平均水準を上回る水準の場
合を工業規模優位地域と定義すると，この地域に入るのは大沢野，婦中，上市であると想定され
る。大沢野と婦中は図形も図形の大きさもよく似ている。特に有形固定資産規模が極端に外側に突
き出ていることが目立つている。しかし，大沢野では従業者密度が県平均を僅かに上回っているの
に対して，婦中の従業者密度は逆に県平均を下回っている点で、異なっている。また，婦中の従業者
1人当りの製造品出荷額等，従業者1人当りの付加価値額，従業者1人当りの有形固定資産はいず
れも県平均を上回っていることも相違点である。
両町に比べるとやや類似性は弱いが，上市をこの類型に加えることができる。上市は従業者1人
当りの3つの指標がいずれも県平均を下回る点で両町とは異なっている。
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る今後の対応策および地域経済に対する役割
表2-10 工業規模優位地域
? ??
別 1：業所密1：業者密l議：：1審議出荷1：：価値額1：：：定資｜襲撃品J荷I~価荷量
大沢野町｜ o引1川0. 731 1. 471 1引 2.81 I 0判 。付 1. 26 
婦中町l0.641 0.831 0川 1. 41 I 1. 81 I 2引 1.091 l引 2.16
上市町I0.431 o.ペ。引 1引 1引 1ペ o. 681 o. 931 o. 78 
町
図2-9 地域別工業構造一一工業規模優位地域一一
製密 従製
製規
従有
大沢野町
付規
有規
製規
従製
掃中町
従有
付規
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付規
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類型（7）：工業密度劣位地域兼工業規模劣位地域（立山，八尾，小杉，大門，入善，朝日〉
事業所密度，従業者密度，製造品出荷額密度がし、ずれも県平均を下回る水準である場合を工業密
度劣位地域と定義し，製造品出荷額規模，付加価値額規模，有形固定資産規模がいずれも県平均を
下回る水準の場合を工業規模劣位地域と定義する。この地域に入るのは立山，八尾，小杉，大門，
入善，朝日であると想定される。
入善と朝日を除く 4町は六角形と三角形のどちらの図形も図形の大きさもかなり類似している。
入善は従業者密度と付加価値額規模が県平均を僅かに上回っているが，この類型に含めても差し支
えないようである。朝日はそれらの町に比べて図形の形状が異なり，製造品出荷額密度は県平均を
相当に下回り，有形固定資産規模は県平均なみであることが相違点として指摘できる。
表2-11 工業密度劣位地域兼工業規模劣位地域
事業所密従業者密製造品出製造品出荷付加価値額有形固定資 従業者1人当りの町 ~I] 度 度 荷額密度額規模 規模 産規模 護品出荷｜付加価値額｜盤固定
0.62 
0.35 
0.58 
0.45 
0.49 
1. 09 
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図2-10 地域別工業構造一一工業密度劣位地域兼工業規模劣位地域一一
製密 従製
従密 事密
立山町
製規 有規
従付
付規
製密 従製
従密 事密
八尾町
製規 有規
従付
付規
製密
従製
従密 事密
小杉町
有規
従イ寸
付規
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大門町
入善町
朝日町
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製密 従製
従密 事密
製規 有規
従付
付規
製密 従製
事密、
有規
従イ寸
製規
付規
製密
従製
従密 事密
製規 有規
従付
付規
類型（8）：工業密度準優位地域兼工業規模劣位地域（平，上平，利賀，下）
従有
従有
従有
この地域に入ると想定される平，上平，利賀の3つの村では，六角形も三角形もその形状がよく
類似しており，事業所密度が県平均を上回るが，製造品出荷額密度は極端に小さいところに特色が
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?
?
ある。
この類型に，図形の形状からみれば，下村を加えても差し支えないようである。
表2-12 工業密度準優位地域兼工業規模劣位地域
事業所密従吋造品出製造品出荷付加価値額有形固定資
従業者1人当りの
村 別 度 度 荷額密度額規模 規模 産規模 構品出荷｜付加価値額｜韓国定
平 0.07 
0.07 
0.05 
下 0.09 
図 2ー 11 地域別工業構造一一工業密度準優位地域兼工業規模劣位地域一一
製密 従製
製規
事密従密
平村
従有
付規
製密 従製
従密
事宮、
従有
上平村
製規
付規
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従密
利賀村
製規
従密
下村
製規
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製密 従製
付規
製密 従製
事密
有規
従イ寸
付規
類型（9）：工業密度最劣位地域兼工業規模最劣位地域（犬山，宇奈月，山田，細入）
従有
従有
工業密度も工業規模も県平均をはるかに下回る水準の場合をそれぞれ工業密度最劣位地域，工業
規模最劣位地域と定義すると，この地域に該当する大山，宇奈月，山田，細入であると想定され
る。類似性は両町と山田村にみられるが，細入村では図形の形状と大きさが異なっている。両町と
両村に共通した類似点は製造品出荷額密度が特に小さいということである。
表2-13 工業密度最劣位地域兼工業規模最劣位地域
事業所密
従明吋議出荷一陣固定資
従業者1人当りの
町村別 度 度 荷額密度 規模 模 製額等造品出荷I付加価値観｜有資産形固定
大山町／ o.4s I 1. 26 
宇奈月町｜ o. 31 I 0.29 
山田村 I o. 31 I o. 29 I o. os / 0.12 
細入村lo. 691 0.36 
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図2-12 地域別工業構造一一ー工業密度最劣位地域兼工業規模最劣位地域
大山町
宇奈月町
山田村
製密
従密
製規
付規
製密
製規 有規
従付
付規
製密
従密
有規
従イ寸
事密
製規
付規
事密
有規
事密
? 『
?
ヮ ?
従製
従付 従有
従製
従有
従製
従有
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このような市町村別・類型別工業構造の実態を図2-4＇－＂＇図 2-12にもとづいて示すことができ
るが，ここではそのような実態を形成する背後の要因や各市町村における業種（これは産業中分類
の別称である。〉の実態を詳細に検討することは割愛した。
各地域の工業構造を類型化することは，各地域のもつ個性による地域づくりや地域工業の育成・
振興のための 1つの分析方法として役立つものであると考える。
第3章 地域経済における地場産業（製造業）の役割とその位置づけ
第1節地域経済における地場産業（製造業）の役割
地域経済とは，ここでは富山県商工会連合会加入地域の経済のことである。地場産業としての製
造業とは，既述のように，各地域の経済資源を活用して地域独自の製品を生産する地元資源立地型
産業のことであり，その背景に伝統的工芸品産業とし、う歴史性をもっ産業である場合もあり，また
各地域の歴史的発展過程の中でその地域に資源がなくても立地している産業である場合もある。さ
らに，地域独自の技能・技術の集積，企業形態などをもち，その地域内や周辺地域に社会的分業体
制が存在している産業である場合もある。
このような概念の地場の製造業で商工会地域の中小企業は，各地域の工業構造の中核主体とな
り，地域振興の基盤を形成してきている。このような重要な役割を果たしている中小企業はその企
業活動を通じて，とくに産業組織論的視点からみた「市場成果」（marketperformance）は各地域
だけでなく，本県の経済社会においてより大きな比重を占めている。本県の中小企業も今後は，国
際化の一層の進展，国民の意識・生活様式の変化，地域振興要請の高まり，高令化社会の顕在化に
伴う雇用状勢の変化，景気の動向などに直面して従来以上の積極的な対応と努力を迫られている
（中小企業庁，『中小企業白書』，昭和54年版。通産省，『80年代の通商産業政策ビジョン』，昭和55
年。〉。他方，内需の多様化に対応した多品種少量生産，生産品目の専門化などは中小企業の役割を
増大させ，その活動分野を増大させる可能性をもっている。
商工会地域の中小企業と地域経済との関係は，全国的な市場圏をもたず地域経済社会をその存立
富山県における説場産業の事立要民経営環境の変．位民対す
る今後、の対応策および地域経済広対する投智j
? ?
基盤として経営活動を行っているところ巴も認められるp とりわけ，中小企業の中には，地域経済
社会の中で大きな役割を担い，地域住民に雇周や所得の機会を提供L，地誠経済を支える中核主体
となっているものが多く，その存在意義は極めて大きL、
地場産業としての製造業は，地域経済社会においてこのような重要な役割を果たしている。
第2節地域経済における地場産業（製造業〉の位置づけ
昭和1_53年12月.31日現在で中小企業の現状をみると。商工会地域じおける製造業の中小企業（3人
以下の零細企業を含む型 1人～：.W9人。〉の従業者規模別事業所数1,884が富山県製造業の事業所数
6,317に占める割合は29.8%である。また，商工会地域の中小企業の従業者規模別事業所数l,884が
本県製造業の中小企業の事業所数6,256に占める割合は30.1%である。商工会地域の製造業の従業
者規模別従業者数と従業者規模別製造品出荷額等について本県の場合と比較すると，次の表.3~1
のように，それぞれ26.6%, 17. 6%である。 ζの表をみただけでら商工会地域の，各業種の工業構
造や工業状況（第2章，第3節。〉と関連した中小企業の位置づけを，極めて概略的ではあるが，明
らかにすることができる。特V乙製造品出荷額等では約』7.6.%~乙すぎずないことがわかる。商工会地域
の中小企業の存立がいかに厳しいものであるかをあらわしている。
表3-1 商工会地域の製造業特に中小企業（零細企業を含む。〉の位置づけ 〈単位：%〉
ぷ仰地富に域の山占県め割の製合中る（商小造号業工企糾会業） め富中小山る企県B製業の造。割業に合の占富に山占県め製る造C業の仏割） f参石川考〉県の（場去合） 福（去井県）の場合合富め中の小大山る（商盗企与県製工業殺G会わ）造）業地Eの域割の占（与） 合（：）
事業所数 29.8 30. 1 99. 1 99.9 99. 7 69. 9 
従業者数 ~ .26. 6 β9..4 86. 7 85 .5 73.-4 
製造高出荷額等 x 17.6 53.1 74.'2 78.1 82.4 
資料：表2ー 2と同じ資料により作成。
注 1. 昭和53年12月31日現在。
2. 従業者数と製造品出荷額犠巳ついては資料の中の f.xj ｛数俸が秘匿されてかるもの｝と「てJ（数
値が僅少で無視しでもよいもの〉は含めていないρ 従って， これらのものを含めると，割合はもう少
し大きくな芯はずである。
本県における製造業の中小企業は，昭和40年代以降構造改善事業や設備近代化を積極f的に実施
iし，経営体賓の強化を図ってきたが，昭和50年J以降の不況ぃ・回復過程で次第にその製品内容や受注
形態が質的に変化：してきずら下請中小企業で込受注製品，加工内容，受注先〈内外受注増）などが
変化してきている。特に加工内容はより；高度化Lて完成部品や完成品とLて納入する割合が高くな
っている唱中小企業憲司製品等開発促進費補助金申請輔教込県内金融機関からの借入額が増加してお
り，さらに企業の鏑産件数4 負債額も増加？しτレる簸むい現状にある。
このまうな中小企業を取より一巻く環境条件、の変化の中tこあーってその経営体費を強化：して行かたけれ
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ばならない厳しい試練を受けているが，その経営体質の改善・強化を必要とする中小企業が本県全
体で、は極めて多いことがわかる。表3-1の第3列の通り，事業所数で9;1%，従業者数で69.4% 
と実に大きな割合を占めているのに，製造品出荷額等では53.1%であるという点が本県全体の場合
の中小企業の位置づけを示している。第2列でみても同様なことが指摘できる。
このような地場の製造業の役割とその位置づけについてまだ十分に認識されていない点として，
次の少なくとも 3つのことを挙げることができる。
第1に，商工会地域における製造業の中小企業もその「市場行動」と「市場成果」の現状を，ア
ンケート調査結果でみた限りでは，中小企業の存立が地域住民の生活の安定と向上につながってお
り，さまざまな企業、活動それ自体は地域社会の経済と文化に大きく貢献しているが， このことは十
分に認識されていない。
第2に，中小企業の中には大企業に対抗して独自の技能力・技術力，製品，部品，販売力などの
基盤をもって存立している企業があることも知られていない場合が多い。
第3に，いわゆる伝統的工芸品産業が存在しその産地を形成し，全国的規模の市場圏をもって
いても，その産業が地域社会の伝統文化の継承と向上や観光に果たしている役割はまだ十分に認識
されていない。
第4章 アンケート調査の結果とその所見
第1節 アンケート調査の目的とその方法
1. アンケート調査の目的
富山県に立地している地場産業（製造業）を取り巻く環境は，最近大きく変化し，とりわけ昭和
49年の第1次石油危機を原因とした不況下の異常な物価高というスタグプレーションの渦中にあっ
たが，その後景気は多少回復したものの，昭和54年からは第2次石油危機による石油価格の高騰，
円安・円高傾向という厳しい試練に直面している。このような経済情勢の中で地場産業は新たな対
応の方向を積極的に模索し，今後の経済姿勢と経営活動を多面的な観点から変革せざるをえない極
めて厳しい経営環境に立たされている。
このような環境の中で本県の地場産業（製造業）が経済情勢を的確に把握し，その存立を維持
し，発展させ，今後の進むべき適正な方向と経営のあり方について見直す必要に迫られている。し
かし，本県の製造業の存立を支えている要因やこれにもとづく今後の進むべき方向に適応した具体
的な対応策について調査・分析したものがないため，これらの問題点についてどのような視点から
把え，どのような方法で検討していくかを決定することは困難であるが，ここでは本県の地場産業
（製造業）の存立要因，今後の適正な進路，具体的な対応策など企業経営のあり方を探る有効な視
点として，次の少なくとも 3つの視点を考えることができる。
まず第1に，本県の地場の製造業の企業形態，資本金，従業者規模，企業系列に係わる存立形態
などに着目し，本県の製造業の基本的性格を把えた上で，この性格に応じた製造業の中の各業種
（これは産業中分類を示しているo）に属する個別企業の生産方式，事業上の強み，経営面の特質な
富山県における地場産業の存立要因．経営環境の変化に対す
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どを把え， これに沿って今後の進むべき方策を探ることが必要である。
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第2に，どのような経営環境の不便さを克服しながら，しかも経営環境の変化に直面して現在ま
でどのような経営姿勢で運営してきたか，どのような理由と具体的な方法で事業の拡大や現状維持
を意図するのか，そのための具体的な対応策は何か，さらに経営環境の変化に伴う対応策と事業上
の強み（特徴）との聞にはどのような関連性が存在するか，について探ることが必要である。
第3に，本県の製造業が，特に各地域に存在する企業がその地域の社会的分業体制の中で地域経
済においてどのような役割をどの程度果たしているかを製造業経営者の経営意識調査によって探る
ことが必要である。
このような問題意識の下で，昭和54年10月31日締切りの「製造業アンケート調査」を通じて，本
県の地場産業としての製造業の業種別企業の存立要因・事業上の強み（特徴），その企業の経営環境
の変化と経営上の問題点などからみた今後の進むべき方向と具体的な対応策について調査・分析
し，その所見を述べることがアンケート調査の目的である。
2. アンケート調査の方法とその内容
(1) 調査対象と調査方法
アンケートの調査対象は，富山県商工会連合会加入地域（表4-1と表4-2）に存在する地場
産業としての製造業の個別企業である。この個々の企業に対して「製造業アンケート調査票」を配
布するため，これを各地域の商工会宛てに郵送し，各地域の商工会がその調査票をまとめて当方に
郵送して回収するという「郵送方式」によるアンケート調査を行った。
調査対象企業に対するアンケート発送数は2,168である。この発送数は富山県商工会連合会加入
地域における昭和54年12月1日現在の製造業者数の約80%にゆきわたるものである。アンケート調
査の有効回収率は，表4-1の通り， 35.2%である。地域別アンケートの回収率をみると， 0.0% 
というのがある。これはその地域の商工会から協力を得られなかったことが影響している。回収締
切り日以後も電話で当該地域の商工会に回収促進をお願いしたが，その願いも空しく回収率が低下
したのは残念で、ある。それにしても約35.2%という有効回収率はあまり良いとはいえないが，郵送
方式によるアンケート調査ではやむをえない回収率である。この率でもアンケート調査の目的に沿
った分析は可能であると考えられるから，おおむね有意味なアンケート調査結果が得られたと思わ
れる。
(2) 調査内容
「製造業アンケート調査票」では，次の16項目（質問No.1～No. 20）にわたって設聞を設計し
ている。第3節以下では，その集計結果を分析することによって商工会地域における企業経営に関
する実態を解明したい。
設問項目
① 企業形態，② 資本金，③従業者規模，④ 企業系列，⑤経営状況，⑥ 事業内容（生
産方式，受注方法，生産計画など〉，⑦ 生産技術，③ 事業上ないしは経営上の強み〈特徴）， ⑨ 
経営環境の不便な点，⑬ 経営環境の変化とこれに対する対応姿勢，⑪ その対応に関する具体
的方策，⑫ 企業が入っている社会保険など，⑬ 福利厚生施設所有の有無，⑭地域経済に対す
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表4-1 商工会地域別アンケート有効回収率
商工会地域別 発 送 数 有効回収数 有効回収率（%〉
朝 日 町 92 34 37.0 
入 善 町 181 36 19.9 
宇奈月町 6 4 66. 7 
大沢野町 54 16 29.6 
大 山 町 33 15 45.5 
舟 橋 村 8 。 0.0 
上 市 町 38 17 44. 7 
立 山 町 80 。 0.0 
)¥ 尾 町 102 32 31. 4 
婦 中 町 73 。 .0.0 
山 田 村 3 2 .6. 7 
帝国 入 村 12 7 58.3 
水 橋 73 51 69.9 
和 ムロ 54 13 24.1 
呉 羽 74 。 0.0 
杉 町 74 31 41.9 
大 門 町 ・61 基O ・65.6 
下 村 12 6 25.0 
大 島 町 54 、21 .38. 9 
中 田 25 9 41. 9 
戸 出 31 13 14.1 
矢 部 227 32 14.1 
砺 中 91 14 15.4 
城 端 町 113 95 84.1 
五 箇 山 18 5 27.8 
来リ 賀 村 20 7 35.0 
注 Jl 町 85 42 49.4 
井 波 ’町 78 32 41. 0 
井 口 村 11 9 81. 8 
福 野 町 125 39 31. 2 
福 光 町 156 63 40.4 
福 岡 町 104 79 76.0 
計《路地域） -2,.168 764 35.2 
注 1. ナソヶート調査期間~~昭和54年8 月吐日～昭和54年10月：n 日である。
2. 商工会地域名は市町村名を付けていない地域を除いて通常の市町村の行政地域名とー
致している。第2節の本文参照。
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る地場産業（製造業）の役割，⑬ 地場産業の振興とその捻進者，⑬ 市町村，県，ー国，商工会な
どの地場産業育成策に対する満足度。
(3) 調査・分析のステップ
アンケート調査から得られた情報を基盤にして次の少なくとも 4つの視点から分析を行った。
① 製造業者の企業経営に大きな影響を与えた主要因の把握
商工会地域に加入している製造業者を取り巻ぐ最近の経営環境の変化の中で企業経営に大きな影
響を与えた要因を生産・技術面，販売面ないしは流通面，財務面，労務面から把握した。
② 製造業の主体的能力の把握
調査対象企業の事業活動と事業上の強み（特徴）を把え，企業が主体的能力をもっているかどう
かを把握した。また，どの地域が事業上の強みをもっているかをみるため，地域全体の平均値に対
して各地域がどの程度の事業力をもつかを示した「特化係数」を用いて分析した。特化係数の算式
は該当する表の注で示したものを用いた。
③経営環境の変化に対する実態の把握
調査対象企業が経営環境の変化に対してどのような経営姿勢で臨み，どのような具体的な対応策
をとったか，また，今後とろうとするのかを把握し，分析した。
どの地域がどのような具体策をもっているかをみるため，地域全体の平均値に対して各地域がど
の程度講離しているかを示す「特化係数」を用いて分析した。
④ 地場産業としての製造業が地域経済において果たす役割などの把握
製造業が地域経済の中でどのような役割を果たしているか，また，国や県，市・町・村，商工会
などの地場産業育成策についてどう考えているか，を経営者の経営意識調査によって把握した。
①～④の分析結果から得られた現状認識すなわち実態を基礎にするとともに，既存調査による補
完も通じて，「各地域の特性」を明らかにし，「各地域の問題点」を堀り起し，この問題点を確認し
て「各地域の振興を方向づけ」ょうとした。さらに，その実態と問題点の指摘を踏まえて今後の厳
しい経営環境の変化にいかに適応させるか，そのために必要な具体的な対応策は何か，を把握しよ
うとした。
さらにまた，①～④の分析では「地域全体の傾向」と「各地域の傾向」に分けて整理し検討し
ている。
μ） 調査期間
アンケート調査に要した期聞は，昭和54年8月1日から同年10月31日までの3か月間である。そ
の分析に要した期間は，昭和54年8月から昭和55年3月までの8か月間である。
第2節富山県商工会連合会加入地域の製造業者数
商工会地域の会員数，加入率，製造業者数とその割合は，次の表4-2の通りである。昭和54年
12月1日現在の商工会地域（32地域）の会員数は16,658人，加入率は約72.8%である。 32地域の小
規模事業者数は21,195人であり，商工業者数は22,867人である。商工業者数における製造業者数
2, 736人の割合は約12.0%である。
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表 4ー 2 商工会地域別・商工業者数．小規模事業者数，会員数，加入率および製造業者数 （単位：人〉
商品目 商工業者数 主義霊 1会員数
朝日町 1,127 1,072 
入善町 1,455 1,350 
宇奈月町 374 352 
大沢野町 735 620 
大山町 539 480 
舟橋村 61 58 
上市町 1,361 1,300 
立山町 1,294 1,099 
八尾町 1,261 1,168 
婦中町 844 786 
山田村 53 48 
細入村 138 133 
水 橋 1,297 1,230 
和 ム同． 597 569 
呉 羽 735 706 
小杉町 932 862 
大門町 741 699 
下 村 169 167 
大島町 397 330 
中 田 443 424 
戸 出 772 695 
小矢部 1,409 1,297 
砺 中 558 526 
城端町 721 679 
五箇山 206 200 
利賀村 134 127 
庄川町 494 453 
井波町 924 835 
井口村 59 59 
福野町 1,140 1,054 
福光町 1,238 1,193 
福岡町 659 624 
計
資料：富山県商工会連合会調べにより作成。
注 1. 昭和54年12月1日現在。
2. 加入率＝商工業者数÷会員数
743 
1,236 
234 
512 
475 
52 
1,078 
871 
908 
723 
31 
118 
1,090 
445 
509 
743 
504 
161 
300 
286 
403 
998 
314 
569 
188 
91 
333 
589 
49 
728 
920 
457 
16,658 
商工業者数に占める実数と割合
加入率（%）
製造業者数｜構成比〈幼
65.9 119 10.6 
84.9 224 15.4 
62.6 7 1. 9 
69. 7 59 8.0 
88.1 33 6. 1 
85.2 9 14.8 
79.2 46 3.4 
67.3 96 7.4 
72.0 117 9.3 
85. 7 39 4.6 
58.5 5 9.4 
85.5 12 8. 7 
84.0 92 7.1 
74.5 33 5.5 
69.3 99 13.5 
79. 7 92 9.9 
68.0 84 1. 3 
95.3 12 7.1 
75.6 66 16.6 
64.6 31 7.0 
52.2 139 18.0 
70.8 267 18.9 
56.3 130 23.3 
78.9 125 17.3 
91. 3 22 10. 7 
67.9 31 23.1 
67.4 82 16.6 
63.7 10 1. 5 
83. 1 12 20.3 
63.9 159 13.9 
74.3 243 19. 6 
69. 3 145 22.0 
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製造業者の割合の最も多い地域は砺中23.3%であり，これに次いで利賀23.1%，福岡22.0%，井
口20.3%，福光19.6%，小矢部18.9%，戸出18.0%，城端17.3%，庄川16.6%，大島16.6%，入善
15.4%，舟橋14.8%，福野13.9%，呉羽13.5%の順である。これをみると，呉東地域の加入率（76.
0%）の方が呉西地域の加入率（72.7%）よりも高いことがわかる。
この表の商工会地域と既存資料（表2-1など）の市町村の行政地域とは市町村を付さない地域
を除いて一致している。従って，既存資料にもとづく市町村別の工業統計調査資料を商工会地域に
適用することは可能であるσ 一部の地域を除くというのは，商工会地域に入っている水橋，和合，
呉羽（この3つの商工会地域は富山市内の地域に入る。〉，中田（ここは高岡市内の地域に入る。〉
戸出（ここは高岡市内の地域に入る。〉，砺中（ここは小矢部市内の地域にみる。〉，五箇山（平村と
上平村の地域に入る。〉の7つの商工会地域である。
商工会地域は表4-2によると全部で32地域である。このうちアンケートの回収が得られた地域
は28地域である。アンケートの回収が得られなかった地域は，舟橋，立山，婦中，呉羽の4地域で
ある。これらの地域の製造業者数は， 240人である。商工会地域全体の製造業者数2,736人の約8.8
%にあたる製造業者から回収できなかったことになる。
第3節調査対象の地場産業（製造業）の地域的概要
今回のアンケート調査で対象とした地場産業（製造業）の地域的概要は，各商工会地域に存在す
る製造業の中に入る企業の特色を示すことによって明らかにすることができると考える。 この場
合，アンケート調査票で設問した8項目のそれぞれについて（1）地域全体の傾向と（2) 各地域の傾
向に分けてアンケート調査結果を集計し，それに対して所見を述べたい。
アンケート調査で有効回答が得られた地場産業（製造業）としての企業における 8項目，すなわ
ち， 1. 企業形態， 2. 資本金， 3. 従業者規模， 4. 企業系列， 5. 生産方式， 6. 取引金融機
関， 7. 社会保険， 8. 福利厚生施設，の特色は，次の通りである。
1. 企業形態
(1）地域全体の傾向
地域全体の企業形態をみると，「個人Jが全体の半数近くの46.8%を占めて断然多く，次いで
「株式」 38.5%，「有限」 13.7%，「合資」o.7%，「合名」 0.3%という構成になっている。この他，
「協同組合」が2組合ある。地域全体では，零細な個人企業が多く，株式会社の割合もかなり多い
ことがわかる。
(2）各地域の傾向
各地域の傾向をみると，「個人」の割合が40.0%以上である地域は，井波100.0%，下85.7%，井
口77.8%，朝日76.5%，庄川76.2%，細入71.4%，利賀57.1%，中田5.6%，小杉51.6%，宇奈月
50.0%，大沢野50.0%（以上の1地域はアンケート調査に回答を寄せた全地域一28地域ーの平均
47.8%を上回っている。なお，商工会地域の全域は表4-1の通り32地域である。〉，大門47.5%,
和合46.2%，水橋45.1%，福岡43.0%，小矢部40.6%，大山40.0%，城端40.0%の18地域である。
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ζれをみても零細な個人企業が多く， Lかもそれが全地域に分散Lていることがわかる。井波は伝
統的工芸品産業という個性的な地域であるごとを反映して全部個人企業ないしは個人経営者で占め
られている。
「株式」の割合が地域全体の38;5%を上回る地域：は，山田100.0'%，砺中78~0%，上市70.6%，大
島66:11%，，戸出6].5%，小失音~59:4%，犬山53".3%，犬沢野5"0.0%，和合46.'l%.，福光46.0%，福
岡崎，， 6%，－入善44.4%，人尾43~8%.，福野43.6%，利賀位.9%，水橋39.2%の16地域である。これ
らの地域には大企業よりも中企業が多い。また，株式会社形態をとっている企業もかなり存在して
いることがわか忍。
「有限」の割合が地域全体のil3'.7%を上回る地域は， 五箇山40.0%, 八尾28.1%, 宇奈月 25.0
%，大門25.0%，小杉22.6%，井口22.2%，砺中21.4%，城端20.0%，水橋15.7%，福野25.4%,
朝日14.7%，細入14L3%の11地域である。
2; 資本金
調査対象（企業の資本金ば，中小企業が多いことを考慮して，「2'0万円未満」，「200万円～500方円
未満」，「500万円～l,000万円未満」，「1,000万円～5,000万円未満」，「5,000万円以上」の5段階に
分けて調査した。
(1）地域全体の傾向
地域全体の資本金をみると，「2'0万円未満」が26.6%，「1,000万～5,000万円未満」が26.5%，「2
on・方～500万円米満」が22.2%，「5-0方～1,000万円未満」が18.3%，「5,000方円以上」が6.8%と
いう構成になっている。地域全体では，個人企業が多いため，資本金も少なく， 500万円未満は48.
8%と全体の半数近くを占めている。株式会社の割合も38.5%あったが，資本金5,000万円以上が6.
s；ちというのは株式会社の資本金が小さいことを意味する。
商工会地域の製造業の資本金別構成割合と本県全域の製造業の資本金別構成割合とを比較する
と，次の表4-3で示すことができる。
表4-3 富山県商工会連合会地域（32地域〉別・資本金別企業数と富山県全域の製造業の資本金別企業
数の比較 〈単位：%〉
資本金12階｜ 1100万I200万I500万｜ I 2, oool 3~ oool 5, oool I 出 ｜ 地域別＼？別l説話｜つあ万l；町方1~·:00。！殺到Z円以／1円以I~円以｜直同捜「鰹円I~鰹｜企業数
~I. 阿未満｜円未満｜円未満｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 
｜ ＼一一一＼／一一一J I I I ＼一一一一一「J一一一一一一／ ｜ 〉 ／ ｜ 
商エ会地域 I 26. 6 I. 22. 21 rn. 31 2a. 5 I 6. s I 2, 736 
I I 17. 1 29. 91 18. 31 12. 71 4. 51 4. 31 2. 1 1. 51 o. 1 o. o/ -I 100. o 
富山県 I7ssl 1. 41sl 2, 4s3l 1. 52511. o吋 3741 3吋 1ねI1261 121 21 -I s,,314 
資料：富山県の場合は，北陸財務局，『北陸経済統計年報』，昭和54年10月。
注 1. 富山県の場合ば，上段が構成比，下段が企業数である。また，昭和52年2月1日から昭和53年1月
末日までの聞に事業年度の終7した企業について翌年度の6月末時点で調査Lたものである。
(2）各地域の傾向
各地域の傾向の中で資求金「200万円未満」が最も大きな割合を占める地域は，利賀6.7%，五箇
山60.0%，細入57.1%，下50.0%，井波46.9%，大門42.5%，小杉35.5%，福野30.8%，庄川26.2
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%，八尾25.0%，大沢野12.5%の11地域である。これらの地域には零細な個J人企業が多く， 従っ
て，資本金が少額！である。これらの地域にはいわゆる過疎地域に該当する地域が含まれてい石。過
疎地域の就業構造と個人企業にも関連した考察は，山口索光教授が調査し，分析しておられる。例
えば，「北陸における山村社会のI変動と住民の生活〈その11)一一富山県東砺波郡利賀村の場合一
一」，句富山大学日本海経済研究所少『研究年報』，第E巻， 23-82頁，の2'6-42:頁，の分析手法に学
ぶところが多い。
「l,000～5,000万円未満」が最も大きな割合を占める地域は， 戸出69.2%, 上市52.9%, 大島
52.4%，小矢部40.6%，入善53.3%，福光27.0%，城端22.1%，福岡21.5%，砺中21.4 %, 水橋
19.6%，大沢野12.5%の11地域である。これらの地域には特色ある業種が存在している。
「200～500万円未満」が最もi大きな割合を示す地域は， 宇奈月66.7%，井口55.6%，朝日 38.2
%，和合30.8%，大山26.7%の5地域である。
「500～1,000万円未満」が最も大きな割合である地域t丸山田100.0%，中田 33~ 3%，砺中12.7 
%，大沢野12.5-%の 4地域である。
各地域の中で 15:1000万円以上」の割合は， 2～14%程度示されているー。この割合が全地域平均
の6.8%を上回る地域は，砺中21.4%，大島14.3%，小杉~－7弘福光弘5%，戸出7.7%，福野7.7 
%の5地域であるカえ 5%－以上の地域は大沢野6.3%，福岡6.2%，上市51.9%，八尾5-6%を含めて
10地域である。これらの地域には，株式会社形態をとり，地域を代表する業種が存在し，地域の工
業の中核企業が存在している。
3、従業者規模
従業者数は，工業統計の通例に従って7つの階級に分けた。従業者規模3；人以下は一般に零細企
業といわれる。小企業の従業者規模は4人～29人，中企業のそれは30人～299ん大企業のそれは
300人以上で示されている。小企業の従業者規模はさらに4人～9人， 10人～19人， 20人～29人，
中小企業のそれは30入～99人， 10・人～299人に分けられている。
(1）地域全体の傾向
地域全体の従業者数の構成は，「4人～9人」 24.3%を筆頭に， 次いで「1人～3人」 21.9%, 
「10人～19人」 20.5%，「30人～99人J16. 8%，「20人～29人」 10.0%「100人～299人」 4.7%，「300
人以上」 1.8%の順である。これをみると，「E人～9入Jが全地域の半分近くを占めている。この
ことから調査対象企業の従業者規模は小さく，零細な企業の多いことがわかる。
(2）各地域の傾向
各地域の傾向では，地域全体で最も多い割合（24.3%）の従業者規模を示す「4人～9人」が最
も多い地域は，上市50.0%，利賀50.0%，福光47.4%，城端44.5%，下31.5%，福光30.5%，小杉
30.0%，大門30.0%，和合29.8%，庄川24.4%の10地域である。これらの地域には小企業が多く，
30～50%を占めている。
「10人～19人」が最も多い地域は，大沢野50.0%，五箇山50.0%，入善41.2%，大山3.7.5%，上
市29.5%，大島26.3%，福野25.6%，戸出23.1%の8地域である。これらの地域にも小企業は多い
が，第2章，第3節， 3.で検討した類型別ニ工業構造の実態にみられるように，ある程度の工業密度
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や工業規模が存在する地域である。
「1人～3人」が最も多い地域は，細入60.0%，井波60.0%，庄川51.2%，井口50.0%，朝日
36. 7%の5地域である。これらの地域には個人企業が多い。
「30人～99人」が最も多い地域は，山田50.0%，砺中50.0%，中田40.0%，小矢部19.6%，八尾
27.3%，福岡23.2%の6地域である。これらの地域には中企業が多く，かなりの工業密度や工業規
模をもっ地域であることがわかる。
4. 企業系列の形態
企業系列の形態については，次の場合に分けて調査した。
げ） 親企業とのつながりが① 技術面，② 資金面，③ ①と②の両方である場合。
（ロ） 親企業のとつながりはなく独立している場合，あるいはその他の場合。
(1）地域全体の傾向
地域全体の傾向をみると，「親企業と技術面で、つながっている」場合が最も多くて33.2%，「親企
業と資金面で、つながっている」場合が5.1%，「親企業と技術面，資金面の両方で、つながっている」
場合が13.3%である。「そうではなくて独立しているJ企業，あるいは「その他の場合の」企業は地域
全体の約半分を占め， 48.7%である。このことは，中小企業であっても特定の技術や技能をもっ企
業が存在していることを意味するとともに，他方で伝統的工芸品産業やその他の業種の零細な個人
企業が多いことを意味すると思われる。
(2）各地域の傾向
各地域の傾向では，宇奈月，細入，井波，利賀を除く大多数の地域は，「技術面で親企業とつな
がっている」ことを示している。
「技術面と資金面の両方で親企業とつながっているJという系列下請企業の割合が最も多い地域
は，細入28.6%，利賀25.0%，井波12.5%，福岡10.1%の4地域である。これらの地域の企業は受
注生産方式の企業が多いことを意味する。下請企業に関する最新の実態は，次の報告書で明らかに
されている。この報告書はかなりきめ細かく調査・分析しており， しかもなかなか実態の把握しが
たい分野のことを明らかにしている重要な資料である。
富山県中小企業団体中央会編，『下請取引条件等調査報告書』，昭和55年2月。
「技術面でも資金面でもその両方でも親企業となつがっていなし、」という自主独立の企業の割合
が最も高い地域は，水橋の82.4%を筆頭に，福岡7.2%，井波76.9%，和合71.4%，朝日58.8%,
細入57.1%，圧川57.1%，小杉51.6%，山田50.0%，砺中50.0%，大島47.6%，上市47.1%，井口
44.4%，小矢部40.6%，大山40.0%，福光40.0%，中田33.4%の17地域である。しかしこれらの
地域の企業も当然製品や部品の納入，原材料などの仕入では特定の企業と取引しているはずであ
り，その限りでは何らかのつながりがあるであろう。
5. 生産方式
(1）地域全体の傾向
地域全体の傾向をみると，「受注生産」が最も多くて65.7%，次いで「受注・見込生産」が25.8 
%，「見込生産」が8.5%の構成となっている。「受注生産」が多いことは，技術面，資金面，その他
富山県における地場産業の存立要因，経営環境の変化に対す
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の面で他企業との系列下にあり，何らかの取引関係を有していることがわかる。また，「受注生産J
方式は親企業の経営状況や生産方針，さらに景気の動向に左右されやすく，経営上大きな問題とな
っている。
(2）各地域の傾向
「受注・見込生産」方式の割合が最も多い地域は，宇奈月75.0%，利賀6.7%，五箇山60.0%,
砺中so.0%の4地域である。これらの地域を除く地域は各地域とも60～100%程度は，「受注生産」
をしている。
6. 取引金融機関
(1）地域全体の傾向
地域全体では，「市中銀行」が全体の約3分の 1を占めて31.0%，「信用金庫，信用組合」が26.4
Z，政府金融機関の「国民金融公庫」が15.1%である。これらが三大取引金融機関となっている。
残りの27.9%の内訳は，「相互銀行」が4.4%，「農協」が7.7%，「商工中金」が5.8%，「中小金企
金融公庫」が5.8%となっている。従って，民間金融機関の方が多く， 65.8%を占めている。
(2）各地域の傾向
どの地域も「市中銀行」が最も多く， 20～40%程度を占めている。地理的に離れていて常住人口
の少ない五箇山，利賀，細入では「農協」の占める割合が大きく，五箇山41.7%，利賀36.4%，細
入23.0%である。
7. 社会保険
(1）地域全体の傾向
地域全体の傾向をみると，「労災保険」 25.4%，「厚生年金保険」 23.4%, 「健康保険」 22.4%,
「雇用保険」 11.8%，「国民健康保険J9.2%，「国民年金保険」 7.8%の構成となっている。 「労災
保険」や「雇用保険」の割合が小さいことは，従業者の労働条件の整備が十分になされていないこ
とを意味するであろう。
(2）各地域の傾向
上記の6つの保険の中で，「労災保険」の割合が最も多い地域は，五箇山45.5%，和合31.2%，大
沢野30.0%，大山29.3%，利賀28.6%，水橋27.4%，井口26.8%，朝日26.7%，福岡26._6%，八尾
25.2%，小矢部25.2%，小杉24.0%，大門20.4%の13地域である。これらの地域の企業は労災保険
の重要性を認識した労働環境づくりに努力していることが伺われる。
「厚生年金保険」の割合が最も多い地域は，砺中3.3%，中田33.3%，山田33.3%，入善30.0%,
大沢野30.0%，福野29.9%，城端27.1%，戸出26.1%，福光25.7%，大門20.4%の10地域である。
「健康保険」の割合が最も多い地域は，山田33.3%，中田3.3%，砺中33.3%，大島31.3%，大
沢野30.0%，上市27.9%，細入26.7%，戸出26.1%の8地域である。
「国民健康保険」の割合が最も多い地域は，「個人」企業の多い地域であり，井波32.1%，下3.3 
%，庄川23.3%，宇奈月16.7%である。
8. 福利厚生施設
(1）地域全体の傾向
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地域全体の傾向では，福利厚生施設の「ない」地域が7.9・%であるα この施設が「ある」という
地域は22~ 1%であるq これをみただけで、も，従業者は労働環境に恵まれていないことがわかる。
(2）各地域の傾向
各地域でも福利厚生施設の「ない」地域が多い。ただ砺中だけは「ある」の方が多く， 71.4%で
ある。大山，戸出，福岡では「なし、」に比べて「ある」方がやや多い程度である。
以上のような8項目によって各地域における地場産業（製造業）として存立している企業の地域
的特徴を明らかにすることができる。従って，その企業が存在する各地域の特性ないしは個性を明
らかにすることができる。しかしこのような特徴がもちろん断片的であることは否めないにして
も，このようなアンケート調査でも企業の実態ひいては個性ある地域づくり，さらには地域の工業
構造や工業状況の実態を把握することができると考える。このような実態の把握は，今後企業の経
営活動のあり方や適正な進め方（対応）に役立つ～だけでなく，地域の振興にも役立つものと思われ
る。
第4節地場産業（製造業）の存立要因一一事業上の強み一一
このアンケート調査では，地場産業の特異性ないしは特性とLて f事業上の強み」を取り上げ，
これについて検討する。「事業上の強み」とは，ここでは市場面・商品面で発揮される企業の強み
のことであるとみなしている。この定義にもとづいて，現在本県の地場産業（製造業）がどのよう
な事業上の強みをもっているかを把握するとともに，企業を取り巻く経営環境の変化に対応する今
後の具体的な方策の展開にあたって「事業上の強み」がいかに生かされているかを， L 地域全体
の傾向と2. 各地域の傾向，に分けて順次検討する。
1. 地域全体の傾向
表4-4にもとづいて地域全体（28地域）の傾向をみると，最も多い割合（28.7%）で挙げられ
た小回り性（「短い納期でも応じられる」と「小さな分割された受注でもこなせる」）とL、う事業上の
強みを挙げる地域は28.7%であり，地域全体に分散している。特に，「小回り性」という強みは地
場産業の多くを占める中小企業や零細企業でなければできない特色のーっとして大多数の地域の企
業が取り上げている。
第2位に挙げられた「複数の加工や多様な生産ができる」という生産面の強みは，地域全体の
9.5%の地域が挙げている。なお，「他社のまねのできない精密加工ができる」という生産面の強み
は28地域のうち6.5%の地域が挙げている。
「設計力，技術開発力が優れている」のは，親企業との技術的下請関係を離れた地場産業（製造
業）の独自性を支え，他企業との激しい競争に打ち勝っための技術や製品の開発力となる最も重要
な生産面の強みである。この強みを挙げている地域は28地域のうちの5.9%の地域である。
「他社よりも安く製品の提供ができる」という強みは， 28地域のうち8.8%の地域で挙げられてい
るo この強みは価格面・販売面における競争上の強みになっている。
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表4-4 商工会地域別地場産業（製造業〉の存立要因一一→事業上の強み一一一
民；！ 第 1 位 第 2 位 第 3 位
朝日町 回 り 性 % 供他社がでよきりもる安く製品の提 1一o~他が社でのきまるねのできない精密加工1日：i~日o~29.2 
入善町 回 り 性 25.3 品質に自信をもっている 15.l 安い製品の提供
町宇奈月 回 り 性 40.0 複が数でのき加る工や多様な生産 20.0 車品質品のの知自信名度が高い
大山町 回 り 性 40.0 安い製品の提供 16. 7 品質の自信 16. 7 
上市町 回 り 性 27.0 複数の加工と多様な生産 16.2 精受注密加．販工売の力自信が優れている
G0.8 
10.8 
細入村 回 り 性 38.5 安い製品の提供 30.8 商括質品のの高自信い知名度
7.7 
7.7 
八尾町 回 り 性 27.9 精密加工の自信 13.9 複数の加工と多様な生産 10.1 
・大町沢野 ‘回 り 性 37 .5 下力請の利，外用注， パート等の 15.0 複数の加工と多様な生産 7.5 
山田村 回 り 性 50.0 商品の高い知名度 ~3.3 精密加工の自信 16. 71 
；水橋 回 り 性 16.3 安い製品の提供 14.0 商品の高い知名度 7.0 
和合 回 り 性 37.5 安い製品の提供 8.3 商複数品のの高加工い知と名多様度な生産 8.3 .S.3 
小杉町 回 り 性 29.4 複数の加工と多様な生産 16.7 品質の自信 10.2 
F 大門町 i回 り 性 32 .3 安い製品の提供 10.4 設下請計，力外，注技，術パ開ー発ト等力のの優力秀の利用 8.3 8.3 
，下村 安い製品の提供 29.4 回 ，り 性 日~3. .6 複数の加工と多様な生産 '2:3 . 5 
大島町 回 Jり 性 35.3 安い製品の提供 ・9.8 品質の自信 9.:8 
；中田 回 り 性 2.7 .5 安い製品の提供 15.0 複数の加工と多様な生産 '9.fi 
戸出 回 り 性 34.4 葬計力，技術開発力の優 l.4. 3 安い製品の提供 11.4 
小矢部 回 、り 性 .29.:5 複数の加工と多様な生産 12.8 商品の高い知名度 9.'7 
z砺中 民団 り 性 23. a.複数の加工と多様な生産 10.3 安い製品の提供 '10.3 
福岡町 ，回 り J性 15.3 品質 の 自 信 11. 8 設計力，技術開発力の優秀 11.Q' 
福光町 回 り 性 28.、9複数の加工と多様な生産 12.'7 品質の自信 10.7 
福野町 回 り 性 38.8 設秀計カ．技術開発力の優 9.4 下安い請製，外品注の，提パ供ート等の力の利用
B.2 
8.2 
l 井波町 商品の高い知名度 15.'7 アイ信ディア，商品開発力の自 13. 7 設計力，技術開発力の優秀 11. 8 
i庄川町 国 り 性 36.2 複数の加工と多様な生産 -9. 6 品質の自信 9.•6 
’城端町 回 り 性 32.0 複数の加工と多様な生産 11:8 精密加工の自信 7.'7 
' "'Ji箇山 回 り 性 16.7 商品の高い知名度 16.7 品質の自信 16. 7i 
f 利賀村 回 り 性 27.3 商品の高い知名度 15.4 品質の自信 7.711 
井口村 複数の加工と多様な生産 18.2 国 り 性 7. 7 商品の高い知名度 7.7. 
地体域全 回 り 性 28. 71複数の加工と多様な生産／ 9.欣い製品の提供 8.8 
注1. 同じ割合の第2位と第3位の「事業上の強みJは入れかえてもよい。町村名のつく地域名は通常の町
村の行政地域名と一致している。
2. 構成比は各地域の回答率である。
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「これといった強み（特徴）はない」というのが28地域で1.1%もある。
「耐久性や安全性等の品質に自信をもっている」のは28地域のうちの 6.5%の地域である。この
生産面ないし販売面の強みは品質競争とし、う非価格競争面で有利な条件である。さらに，「同業他
社にくらべ取扱い商品の知名度が高い」という販売面の強みを挙げているのは，伝統的工芸品や民
芸品の産業が存在する地域であり， 28地域の5.5%を占める。「受注や販売力が優れている」という
販売面の強みは，全地域の3.9%の地域が挙げている。
「下請，外注，パート等の力をうまく利用できる」という外部の資金と労働力を活用できるとい
う強みは， 28地域うち5.2%の地域が挙げている。
ここで，生産面の強みに関連して，「生産技術（デザイン技術も含む）の決定方式」についてみる
と，地域全体の傾向では，「自社独自で決定する」方式が36.6%で最も多く，次いで「取引先とくに
親企業とともに研究し，相談しながら決定する」方式が33.6%，「取引先とくに親企業の指示によ
る」方式が2.9%である。この他の方式として，「工業試験場等に相談する」方式4.0%，「専門デ
ザイナーに委嘱する」方式は2.8%である。
各地域の傾向は，（1) アンケート回答率，（2) 特化係数，（3) 生産技術の決定方式，（4) 自社商
品の有無，の4つの視点から「事業上の強みJを分析する。
(1) アンケート回答率による事業上の強み
表4-4でみる限りでは，地域全体（28地域）で最も多い割合（28.7%%）で挙げられた「小回
り性」という事業上の強みをその割合以上に挙げた地域は，山田50.0%，宇奈月40.0%，福野38.8
%，細入38.5%，和合37.5%，庄川36.2%，大島35.3%，戸出34.4%，大門32.3%，城端32.0%,
小矢部29.5%，小杉29.4%，福光28.9%の13地域である。これらの地域では，中小企業や零細企業
が多いため，また，受注生産などの関係で多品種少量生産をしている企業が多いため，「小回り性」
という事業上の強みが発揮されている。このことはこれらの地域の大きな特質となっている。
地域全体で第2位に挙げられた「複数の加工や多様な生産ができる」という生産面の強みを挙げ
た地域は，下23.5%，宇奈月20.0%，井口18.2%，上市16.2%，小杉12.8%，福光12.7%，城端
11.8%，砺中10.3%，利賀7.7%の9地域である。これらの地域は，既存の工業集積地であり，そこ
には業種によって生産技能・技術に自信のある企業が存在している。
地域全体で第3位に挙げられた「他社よりも安く製品の提供ができる」という価格面・販売面に
おける競争上の強みは，細入30.8%，下29.4%，大山16.7%，中田14.3%，水橋14.0%，入善1.6 
%，朝日10.4%，大門10.4%，砺中10.3%，大島9.8%の10地域で挙げられているoこれらの地域で
は特に品質に自信のある生産物を生産する企業が多いものと思われる。この生産面・技術面の強み
は，「耐久性や安全性等の品質に自信をもっている」という事業上の強みにも当然関連し，また，開
業他社に比べて販売方法や受注方法などの販売力・受注力，市場開拓などで有利な市場行動を展開
しているものと思われる。
「これといった強み（特徴）はない」というのは，井口45.5%，朝日35.4%，和合29.2%，水橋
29. 1%，大山16.7%，福野14.1%，庄川12.8%，福岡1.0%の8地域でかなり挙げられている。こ
ち回答はアンケート調査票に最も該当する強みがなかったことも意味していると思われる。
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表 4ー 5 商工会地域別地場産業〈製造業〉の存立要因一一一特化係数による事業上の強み一一一
複数の加工や多 他社よりも安く 他社のまねので
小回り性 様な生産ができ 製品の提供がで きない精密加工
る きる ができる
(28. 7) (9.5) (8.8) (6.5) 
回答（%率〉特化係数 回答（%率）特化係数 回答（%率〉｜｜特化係数 回答マm率｜｜特化係数
朝日町 29.2 1. 05 4.2 10.4 8.3 1. 32 
入善町 25.3 0.91 8.4 0.90 1. 6 1. 22 6.0 0.95 
宇奈月町 40.0 1. 43 20.0 2.15 0.0 0.00 0.0 0.00 
大山町 20.0 0. 72 3.3 0.35 16. 7 1. 76 3.3 0.52 
上市町 27.0 0.97 16.2 1. 74 8.1 0.85 10.8 1. 71 
細入村 38.5 1. 38 7. 7 0.83 30.8 3.24 0.0 0.00 
八尾町 27.9 1. 00 10.1 1. 09 5. 1 0.54 13.9 2.21 
大沢野町 25.0 0.90 7.5 0.81 5.0 0.53 5.0 0.79 
山田村 50.0 1. 79 0.0 0.00 0.0 0.00 16. 7 2.65 
水 橋 16.3 0.58 4. 7 0.51 14.0 1. 47 1. 2 0.19 
和 A日． 37.5 1. 34 8.3 0.89 8.3 0.37 4.2 0.67 
小杉町 29.4 1. 05 16. 7 1. 80 5. 1 0.54 6.4 1. 02 
大門町 32.3 1.16 4.2 0.45 10.4 1. 09 3.1 0.49 
下 村 23.6 0.85 23.5 2.53 29.4 3.09 0.0 0.06 
大島町 35.3 1. 27 8.0 0.86 9.8 1. 03 6.0 0.95 
中 田 27.5 0.99 10.0 1. 08 15.0 1. 58 10.0 1. 59 
戸 出 34.4 1. 23 5. 7 0.61 1. 4 1. 20 5. 7 0.90 
小矢部 29.5 1. 06 12.8 1. 32 5. 1 0.54 6.4 1. 02 
砺 中 23.1 0.83 10.3 1. 11 10.3 1. 08 7. 7 1. 22 
福岡町 15.3 0.55 7.3 0. 78 8.1 0.85 8.1 1. 29 
福光町 28.9 1. 04 12. 7 1. 37 8.7 0.92 5.8 0.92 
福野町 38.8 1. 39 4. 7 0.51 8.2 0.86 4. 7 0.75 
井波町 9.8 0.35 5.9 0.63 9.8 1. 03 9.8 1. 56 
庄川町 36.2 1. 30 9.6 1. 03 8.5 0.89 8.5 1. 35 
城端町 32.0 1. 15 1. 8 1. 27 7.3 0. 77 7. 7 1. 22 
五箇山 16. 7 0.60 0.0 0.00 9. 1 0.96 9.1 1. 44 
利賀村 27.3 0.98 7. 7 0.83 0.0 0.00 9. 1 1. 44 
井口村 7. 7 0.03 18.2 1. 96 0.0 0.00 0.0 0.00 
地〈平域均全値体〉 27.9 ｜ 9.5 
各強みを挙げた各地域のアンケート回答率注 1. 特化係数一一各強みを挙げた地域全体のアンケート回答率の平均値
2. 事業上の強みは〈 〉内表示の割合（%）の多い順に列挙している。
耐久性や安全性
等の品質に自信
をもっている
(6.5) 
国寺嘉｜特化係数
0.00 
15. 1 2.40 
10.0 1. 59 
2.65 
5.4 0.86 
7.7 1. 22 
5. 1 0.81 
5.0 0. 79 
0.00 
2.3 0.37 
4.2 0.67 
10.2 1. 62 
5.2 0.83 
0.0 0.00 
9.8 1. 56 
0. 0 0.00 
0.0 0.00 
6.4 1. 02 
5.1 0.81 
1. 8 1. 87 
10. 7 1. 70 
1. 2 0.19 
7.8 1. 24 
9.6 1. 52 
2.3 0.37 
16. 7 2.65 
9. 1 1. 44 
0.0 0.00 
6.3 
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設計力，技術開
発力が優れてい
る
(5.9) 
国管嘉｜特化係数
2. 1 
2.4 0.50 
0.0 0.00 
0.00 
5.4 1. 13 
0.0 0.00 
6.3 
2.5 0. 
0.0 0. 
1. 2 0. 
0.0 
5. 1 1.06 
8.3 1. 73 
5.9 1. 23 
6.0 1. 25 
巴噌 5.0 1. 04 
14.3 2.98 
5. 1 1. 06 
7. 7 1. 60 
1. 0 2.29 
8. 7 1.81 
9.4 1. 96 
1. 8 
1. 1 0. 
5.9 1. 
9.1 1.90 
0.0 0.00 
0.0 0. 01 
4.8[ 
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同業他社にくら 下請，外注，パ アイディアや商 i受注，販売力に とく •tt:強み
ベ取扱い商品の ート等の力をう 品開発力に自信 優れている 〈特徴〉なし
知名度が高い まく利用できる をもっている
〔5.5) (5.2) (4.5) (3.9) ぐH.1)
回今嘉f持化係数 回答〈%率〉特化係数 回答（ーイ率〉特化係数 回奇病特化係数 回〈答%〉率｜特係 化数
0.0 0.00 4.2 2.1 0.46 0.0 0.00 35.4 3.1~ 
4.8 1. 04 6.0 1. 30 2.4 0.52 2.4 0. 73 8.4 0.75 
10.0 2.17 0.0 0.00 10.0 2. 17 0.0 0.00 10.0 0.8Q 
3.3 0.72 10. 0 2.17 3.3 0.72 
2. 7 0.59 8.1 1. 76 2. 7 0.59 10.8 3. 27 2. 7 0.24 
0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 
I .6s 
5. 1 1. 11 3.8 0.83 5. 1 1.11 2.5 
2.5 0.54 5.0 1. 09 2.5 0.54 5.0 1. 52 7. 5 0. 
0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0. o: 0. 0 0. 、~J
5.8 1. 26 4. 7 1. 02 5.8 1. 26 2.3 0. 70 w. 1 2 . ：~ 
0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0. 00 29. 2 2,. 
5. 1 3.8 5. 1 3.8 1.15 7. 7 o:d 4.2 0.91 8.3 1. 80 4.2 0.91 4.2 1. 27 9.4 0. 
0.0 5.9 1.28 0.0 0.00 0.0 
rn 
5.9 0 . 58 
8.0 1. 74 0.0 0.00 8.0 1. 74 4.0 1. 8.6 0. 7] 
0.0 0.00 0.0 o.ol 0.0 0.00 8.5 2. 0.0 0.00 
5. 7 1. 24 5. 7 1.24 5. 7 1. 24 2.9 0. .8 6 0.7字
3.8 0. 831 3.8 0.33 3.8 0. 31 6.41 
10.3 2.24 5. 1 1.11 10.3 2.24 5. 1 1. 2. 6 0. 
6.5 1. 41 0.8 0.39 6.5 1. 41 8. 1 2. 11. 0 0. 
2.9 10. 7 2.33 2.9 0.63 5.8 1. 1.3.6 1. 
1. 2 0. 8.2 1. 2 0.26 3.5 
o. o/ 
14.1 L26 
13.7 2. 2.0 0. 13.7 2.98 0.0 5. 9 o .~~
3.2 0. 4.3 0. 3.2 4.3 1. 30 ロ.8 1. 
4.5 0. 6.4 1. 4.5 2. 7 s. 2 o： ~d 
16. 7 3. 0.0 0. 16.7 0.0 
0.0 0. 11. 1 2. 41 0.0 9.1 2. 76 9.1 0.β 
45. 5 4. oj 9.1 1. 11. 1 2.41 9. 1 0.0 0. o, 
4.6 4. 61 I i.:21 ' 
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? ??
この他，「事業上の強み」をたずねたこの設問では，第1位から第3位までの強みに順位づけを
求めたわけで、あるが，前述の第3位までに入らなかった「事業上の強み」については，次の地域が
挙げている。
「耐久性や安全性等の品質に自信をもっている」という生産面・技術面の強みは， 五箇山 16.7 
%，大山16.7%，入善15.1%，福岡11.8%，小杉10.2%，大島9.8%の6地域である。
「同業他社に比べ取り扱い商品の知名度が高い」という販売面の強みは，伝統的工芸品や民芸品
などを産する地域にみられ，山田33.3%，中田19.0%，五箇山16.7%，井波15.7%，利賀15.4%の
5地域にみられる。
「受注や販売力が優れている」という販売面の強みは，福岡の17.5%，上市10.8%で挙げられて
いるにすぎない。 28地域中で僅か2地域である。
「下請，外注，パート等の力をうまく利用できるJという外部の資金や労働力を活用する強み
は，ほとんど示されていないが，その割合を最も高く示した地域は城端20.0%である。
(2) 特化係数による事業上の強み
表4-4によると，地域全体で最も多い割合（28.7%）で挙げられた「小回り性」とし、う事業上
の強みの特化係数は，地域全体（28地域）のうち8地域で1.20以上の値を示しており，山田1.79, 
宇奈月1.43，福野1.39，細入1.38，和合1.34，庄Jl1. 03，大島1.27，戸出1.23の8地域に特に顕著
に認められる強み（特徴）である。これらの地域は，技術力そのものよりも便宜的なサービスを主
体とする企業をもっ地域であり，小規模な企業の多い地域であると想定される。しかし地域全体
の半数近くの地域は小回り性という事業上の強みの特化係数は相対的に低く，企業の主体性や独自
性の喪失あるいは脆弱さを端的にあらわしている。このことが企業経営の存立基礎を弱くさせる要
因になっていると思われる。
地域全体で第2位の割合（9.5%）で挙げられた「複数加工や多様な生産ができる」という生産面
の強みの特化係数は， 28地域のうちの8地域が1.20以上の値であり，特に目立つている。地域全体
で顕著に認められる地域は，下2.53，宇奈月2.15，井口1.96，小杉1.80，上市1.74，小矢部1.38, 
福光1.37の7地域である。これらの地域は，製品あるいは部品の生産や加工と技術開発力に強みを
発揮している。この意味で，これらの地域は相対的に生産加工面に高い比重をもっ企業が存在して
いる地域であることが特徴である。しかしこの他の地域では，この強みの特化係数の議離度は大
きく， これが事業の業種格差に影響を与え，ひいては企業の利潤率，内部留保，借入金などの多寡
に影響を与え，さらに技術開発力，精密加工技術，受注・販売力などの企業の主体性という独自性
を弱め，あるいは喪失の危険にさらされることとなり，企業の存立・維持・発展を阻害しているの
かもしれない。
地域全体で第3位の割合（8.8%）で挙げられた「他社よりも安く製品の提供ができる」という価
格面・販売面における競争上の強みの特化係数は， 28地域のうちの6地域だけが1.20以上の値であ
る。この地域には細入3.24，下3.09，大山1.76，中田1.58，水橋1.47，入善1.22，戸出1.20の7地
域が該当する。その他の大多数の地域では，回答率が地域全体（28地域）の回答率の平均値9.0よ
りも低く，特化係数の信頼性にやや難点があると考えられる。
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地域全体で第4位の割合（6.5%）で挙げられた「他社のまねできない精密加工ができる」という
生産面の強みの特化係数は， 28地域のうち12地域が1.20以上の値であり，山田2.65，八尾2.21，上
市1.71，中田1.59の4地域で特に顕著に高くなっている。次いで， 井波1.56, 五箇山1.44, 利賀
1. 44，庄Jil.35，朝日1.32，福岡1.29，砺中1.22，城端1.22の8地域で相対的に高くなっている。
この強みも事業力の格差を与え，企業間格差，ひいては地域の工業構造や工業状況に格差をもたら
せる要因となっている。
地域全体で第5位の割合（6.5%）で挙げられた「耐久性や安全性等の品質に自信をもっている」
とし、う生産面ないしは販売面の強みの特化係数は， 28地域のうち10地域が1.20以上の値である。す
なわち，大山2.65，五箇山2.65，入善2.40，福岡1.87, 福光1.70, 小杉1.62, 宇奈月1.59, 大島
1. 56，庄Jil.52の10地域で特に目立った強みをみせている。
いままで特化係数が1.20以上の値を取り上げた理由は，特化係数がたとえ1.00以上の値であって
も1.00に近似した値は地域間格差を明確に認識しがたいから，やはり各地域の特化係数が1.20以上
の値のものを取る必要があると考えたからである。
(3) 生産技術の決定方式による事業上の強み
(1）と（2）のことに関連して，ここで「生産技術の決定方式」を各地域の傾向でみると，地域全体で
第1位に挙げ、た生産方式を第1位に挙げ、た地域は，和合60.0%，宇奈月町.1%，井波56.8%，朝日
48.4%，水橋47.8%，大門46.3%，砺中45.8%，小杉45.7%，細入42.9%，上市42.3%，八尾42.0
%，利賀40.0%，小矢部36.7%，井口36.4%，庄川34.4%，大島34.3%，入善32.7%の17地域であ
る。
地域全体で第2位に挙げられた生産方式を第1位に挙げ、た地域は，山田50.0%，福岡48.3%，戸
出47.8%，中田43.8%，大沢野43.3%，城端39.1%，下38.6%，五箇山33.3%，大山33.3%，福光
32. 1%，福野31.0%の11地域である。
(4) 自社商品の有無による事業上の強み
① 地域全体の傾向
生産面および販売面の強みに関連して，「売上のうちで自社で企画されたオリジナル商品」の割合
の程度を，地域全体の傾向でみると，「自社のオリジナノレ商品はない」という地域が大多数であり，
23～83%ほどの割合で示されている。
②各地域の傾向
「100%自社のオリジナル商品で、ある」ことを第1位に挙げた地域をみると，宇奈月75.0%，下
42.9%，砺中28.6%である。
「50%未満」を第1位に挙げ、たのは，五箇山60.0%，和合53.8%の2地域だけである。
さらに，経営計画に関連して，調査対象企業が「生産計画を立てているかどうか」，また，それを
立てているとすれば，「どのような計画であるか」を，地域全体（28地域）の傾向でみると，「生産
計画を立てている」企業の方が「生産計画を立てていなし、」企業よりも多く存在する地域は28地域
のうち23地域であり，大多数の地域がそれに該当する。
各地域の傾向でみると，「生産計画を立てていなし、」割合の方が多い地域は，宇奈月75.0%，細入
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57. 1%，利賀57.1%，朝日55.9%，井口35.6%の5地域である。これらの地域には資本金が少な
く，従業者数の少ない個人企業が多い。
地域全体の傾向では，最も大きな割合は「月間計画」の39.9%であり，これに次いで「年間計画」
の34.9%，「季間計画」の16.3%，「3年～5年の中期計画」の7.9%，「6年以上の長期計画Jの
I. 0%の順で示される。これをみると，主として月間計画と年間計画を策定していることがわかる。
各地域の傾向では，地域全体で最も大きな割合の「月間計画」を第1位に挙げている地域は，細
入100.0%，水橋70.0%，大沢野62.5%，上市57.1%，庄川55.6%，中田50.0%，戸出50.0%，福野
46. 3%，福岡45.7%，小矢部39.1%，和合37.5%，大島35.3%，城端34.3%，小杉25.8%の14地域
である。
地域全体で第2位の割合で挙げられた「年間計画」を第1位に挙げた地域は，宇奈月10.0%，利
賀100.0%，大山6.7%，朝日60.0%，砺中58.3%，大門52.0%，下50.0%，五箇山50.0%，福光
4. 7%，入善42.9%，井波40.0%，小矢部39.1%，和合37.5%，大島35.3%，井口33.3%の15地域
である。山田は「季間計画」を100.0%挙げていることが目立つている。
第5節地場産業（製造業）における最近の経営環境の変化と今後の対応策
各地域，従って，各企業はそれぞれ「事業上の強み」をもっているが，この強みも最近の経営環
境の激しい変化の中では必ずしも経営上有利な要因になるとは限らない。そこで，次の4つの視点
から検討する必要がある。
I. 調査対象企業を取り巻く最近の経営環境の変化に伴う経営状況。
2. 経営上の問題点。
3. 経営環境の不便な点。
4. 経営環境の変化に対する今後の具体的な対応策。
以下では，これらの視点からアンケート調査した結果を，（1）地域全体の傾向と（2) 各地域の傾
向，に分けて順次解明したい。
I. 調査対象企業を取り巻く最近の経営環境の変化に伴う経営状況
(1) 地域全体の傾向
地域全体（28地域）の地場産業（製造業）を取り巻く最近の経営環境の変化は製造業の経営状況
に大きな影響を及ぼしている。製造業の経営状況に大きな影響を及ぼしている全地域共通の要因と
しては，製品・部品価格や加工賃などにおける競争の激化，最近のオイルショックに帰因する原材
料費の上昇，人件費の上昇などを挙げることができる。さらに，品質面の非価格競争の激化，商品
の規格や安全性の要請，公害問題，親企業からの発注打切り，技術面，デザイン面，販売面，資金
面などの厳しい要因が存在すると考えられる。
このような経営環境の変化に伴う最近の経営状況について調査対象企業が存在する地域全体の傾
向をみると，「良い」という地域が16.6%，「悪し、」という地域が14.4%である。「横ばし、」である
というのは69.0%であり，どの地域も挙げている。
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「悪い」と「横ばし、」の両方の割合を合わせると全体の83%を超えており，最近の本県の地場産
業（製造業）の経営状況が悪化していることがわかる。おそらく業種や県内地域の相違によって収
益状況や売上状況が異なり，経営状況が異なるであろうが，この点の検討については細かな設問内
容が必要であった。
(2）各地域の傾向
経営状況が「良L、」を示した地域の中で、20%以上の割合を示した地域は， 小矢部31.3%, 戸出
30.8%，大門25.0%，福岡24.0%，大島23.8%，中田22.2%，八尾21.9%，水橋21.6%，砺中21.4 
%，福光20.7%の10地域である。
経営状況が「悪し、」を示した地域の中で、15%以上の割合を示している地域は，大山40.0%，利賀
33.3%，井波31.2%，大島28.6%，小矢部25.0%，朝日20.6%，五箇山20.0%，大門17.5%，下
16.6ガ，福野16.2%の16地域である。
アンケート調査結果をみた限りでは，各地域とも経営状況は概して不安定であることがわかる。
なお，各地域の法人企業あるいは各業種の経営分析は，小論の第7節の報告書でもなされてい
る。この調査報告書にはアンケート調査で対象とした商工会地域の製造業の企業も一部含まれてい
るため，その経営分析は中小企業の経営指針ともなり，極めて有用である。
富山県商工会連合会や各地域の商工会が行う経営改善普及事業の基礎資料に資するため四半期ご
とに定点観測調査されている次の調査報告書も前述の経営状況を示すものとして大いに参考とな
る。
富山県商工会連合会編，『富山中小企業景況情報』，昭和55年3月29日，同年7月10日。
2. 経営上の問題点
経営上の問題点は，調査対象企業を取り巻く厳しい経営環境の中で経営の現状を分析し今後の
進むべき方向を探るための留意事項である。
経営上の問題点については，（1) アンケートの回答率と（2) 特化係数の2つの点から分析する。
(1) アンケートの回答率による経営上の問題点
①地域全体の傾向
表4-6にもとづいて経営上大きな影響を受けること，すなわち，経営上の問題点を地域全体で
みると，「価格競争の激化」の1.0%が最も多い割合で示された問題点で、ある。次いで，「製品受注
の不安定」の10.1%，「原材料の入手難と原材料費の高騰」の8.5%，「人件費の高騰」の7.5%,
「従業者の老令化」の6.8%（「従業者の不足」の4.8%と合わせると， 1.6%となる。〉，「利潤の低
下」の6.4%，「受注原価の低下」の5.8%，「設備の不足や老朽」の5.6%，「工場の狭隆」の4.5% 
の順で示される。
経営上の問題点を生産面でみると，「製品受注の不安定」 10.1%が何よりもまず第1位に挙げら
れており，これに次いで「原材料の入手難と原材料費の高騰」 8.5%，「設備の不足や老朽」 5.6%,
「工場の狭陸」 4.5%の順で挙げられている。この他，「技能力・技術力の不足」と「デザイン技術
の不足」を合わせると3.9%ほどあり，この点も大きな問題点となっている。生産面に関連した
問題点の合計の割合は経営上の問題点全体の約37%弱にもなり，受注生産，受注・見込生産，見込
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表4-6 商工会地域別経営上の問題点
よ｜
第 1 イ立 第 2 位 第 3 ｛立
朝日町｜製品受注の不安定 /1到工場の狭陸 111金利負担大 11 
入善町｜価格競争の激化 16.81製品受注の不安定 /1. 91材高料騰の入手難と原材料費の／10.1
宇奈月町｜価格競争の激化 16. 71工場の狭陸 16. 71金利負担大
大山町｜価格競争の激化 /14.o／製品受注の不安定 14. ol受注原価の低下
上市町｜価格競争の激化 13. o／受注原価の低下 10. 91製品受注の不安定
細入村｜人件費の高騰 123. 51価格競争の激化 /20. ol製品受注の不安定
八尾町 l価闘の激化 1.伊原価の低下
工場の狭院
17.41 ~－；；；；難と原材料費 17.4
7.4設 老朽 7.4 
大沢野町｜製品受注の不安定 12. 51原の材高料騰の入手難と原材料費 10.41価格競争の激化
山田町｜価格競争の激化 120.ol製品受注の不安定 120. ol工場の狭陸 /20. 0 
水 橋｜｜費原材の料高騰の入手難と原材料 15.21 設備の不足や老朽 12. 31価格競争の激化
和合｜価格競争の激化 10. s／代金回収の長期化 利潤（収益〉の低下
19. 51製開吋定 原の材備高料騰白不の足入や手難と原材料費 iIの－＇・＂の
設 老朽 9.2 
大門町｜価格競争の激化 14. 41製品受注の不安定 1. 71従業者の老令化
下村｜価格競争の激化 l1s. sl工場の狭陸 10. 51 資製従自瓦業金己繰受資者在金のり記老の不示悪令足化蚕
大島町｜価格競争の激化 16. 71従業者の不足 1. 71 定 6. 7 
中田｜価格競争の激化 12. 1／従業者の老令化 12. 1工場の狭陸
戸出｜価格競争の激化 18. 9／製品受注の不安定 16. 2／利潤〈収益〉の低下
小矢部｜価格競争の激化 /20. ol原の材高料騰の入手難と原材料費／ 1.sl利人件潤費（収の益局騰）の低下 7.8 
砺中｜価格競争の激化 14. 31思議の入手難と原材料費 14.31人件費の高騰
福岡町｜価格競争の激化 I ・ 01原の材高料騰の入手難と原材料費 13.31製品受注の不安定
福光町｜喜君臨入手難と原材料 10.71価格競争の激化 19. ol利潤〈収益〉の低下
福野町｜価格競争の激化 10. 61従業者の老令化 10. 61金利負担大
井波町｜製品受注の不安定 l1s. sl価格競争の激化 16. 51 人自件己費資金の高の不騰足 8.2 
庄川町｜｜費原材の料高騰の入手難と原材料 J14.1 ｜従業者の不足 14. 1製品受注の不安定
城端町｜従業者の老令化 /1. 91価格競争の激化 /10. 71製品受注の不安定
五箇山［従業者の老令化 ｜ベ受注伽低下 12.惜：i文章義と原材糟｜；；；
利賀村｜従業者の老令化 /1s. s／製品受注の不安定 /10. 51原の材高騰料の入手難と原材料費｜｜10. 5 
井口村｜価格競争の激化 17. 61設備の不足や老朽 17. 61製品受注の不安定
地域全体｜価格競争の激化 11.ol製品受注の不安定 /10.1／原の材高騰料の入手難と原材料費｜｜ 8.5 
注 1. 同ーの割合のとき，事業上の強みの順位はかえてもよい。
2. 構成比は各地域のアンケート回答率である。
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生産の生産方式のいかんを問わず，生産面には無視できない問題点の多いことがわかる。
経営上の問題点を労務面でみると，「人件費の高騰」（7.5%）に最も大きな影響を受けている。次
いで，「従業者の老令化」（6.8%）と「従業者の不足」（4.8%）に影響を受けている。労務面の問
題点、の合計の割合は19.1%と約20%弱である。このことは従業者の高令化，若年労働力の不足にも
係わる重要な問題点であり，このアンケート調査結果でもよくあらわれている。今後確実に予想さ
れる高令化社会の中でとりわけ従業者の雇用問題においてこの経営上の問題点は大きな問題となっ
て顕在化してくるであろう。なお，高令者の雇用問題については，極めて多面的視点からの論議が
必要である。従業者の就業期間，定年制の問題に関連していえば，従業者は磨年年令ではなく機能
年令で定年を考慮しなければならない事態が次第に生じてくるものと思われる。
財務面で経営上の問題点をみると，「利潤の低下」 6.4%がまず最初に挙げられている。このこと
は，原材料費の高騰による生産費の上昇，製品受注の不安などが与える受注生産方式の不安，生産
計画の不安定などが帰因していると考えられる。それに次ぐ問題点としては，「自己資金の不足」
4. 3%が最も多い。「金利負担増大」は3.3%である。「資金繰り悪化」 I.6%と「代金回収の長期化」
2.0%を合わせると3.6%である。財務面の問題点の合計の割合は， 18.0%となり，これらの問題点
も無視できず，むしろ財務面の問題点こそ企業の存立要因として根本的に係わってくるものであ
る。やはり，過当競争による売上の減少，原材料費や人件費などの高騰による生産コストの上昇な
どが影響して利潤が低下してくるものと考えられる。他方で，設備資金や運転資金調達のために借
り入れた資金の金利負担の増大もあって経営上の苦しみが生じていることもわかる。
経営上，販売面で最も大きな影響を受けているのは，「価格競争の激化」の1.0%であり，「売上
不振」は3.3%である。さらに， この他の問題点として「販路・販売網の狭隆」 2.4%と「広告・宣
伝不足」 I.0%を合わせると， 3.4%となる。販売面の問題点の合計の割合は18.7%になる。このこ
とだけからみても，販売面の問題点は需要の増大，ひいては利潤の増大，借入金の返済，その他の
ことに影響するものであるから，販売面の問題点には十分留意する必要がある。
②各地域の傾向
経営上の問題点に関する設問では3つだけ答えることになっているから，第1位から第3位まで
挙げられた問題点について各地域の傾向を表4-6でみると，次の地域別特徴を明らかにすること
ヵ：で、きる。
地域全体（28地域）において第l位の割合（1.0%）で挙げられた問題点の「価格競争の激化」
を第1位に挙げた地域は， 28地域のうち18地域であり，中田21.1%，細入20.0%，小矢部20.0%,
小杉19.5%，福岡19.0%，戸出18.9%，井口17.6%，入善16.8%，宇奈月16.7%，大島16.7%，下
15.8%，大門14.4%，砺中14.3%，大山14.0%，上市13.0%，八尾1.7%，和合10.8%，福野10.6 
Zの18地域である。これらの大多数の地域の企業は，製品，部品，その他に関する過当競争に苦し
み，場合によっては出血受注などもあって販売面で、苦しんでいることをあらわしている。
地域全体で第H立に挙げられた問題点を第2位に挙げた地域は，井波16.5%，城端IO.7%，福光
9.0%の3地域である。その問題点を第3位に挙げ、た地域は，五箇山14.3%，水橋10.4%，大沢野
8. 3%の3地域である。
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地域全体で第2位の割合（10.1%）で挙げられた問題点の「製品受注の不安定」を第1位に挙げ
た地域は，井波18.8%，大沢野12.5%, 朝日11.3%の3地域であり， 第2位に挙げた地域は， 細
入20.0%，大山14.0%，入善11.9%，大門11.9%，利賀10.5%，小杉9.8%の6地域であり，第3位
に挙げ、た地域は砺中12.1%，井口11.8%，庄川11.1%，上市10.8%，福岡10.0%, 城端9.9%, 福
野8.8%，福光8.4%の8地域である。これらの17地域では，親企業や納入先企業の経営状況，生産
状況，景気の動向などの影響を受けて苦しい経営を強いられていると思われる。
地域全体で第3位の割合（8.5%）で挙げられた問題点の「原材料の入手難と原材料費の高騰」を
第1位に挙げた地域は，水橋15.2%，圧川14.1%，福光10.7%の3地域であり，第2位に挙げ、た地
域は砺中14.3%，福岡13.3%，小矢部7.8%の3地域であり，第3｛立に挙げた地域は五箇山14.3%, 
利賀10.5%，入善10.1%，小杉9.2%の4地域である。これらの10地域では地理的条件，業種の生
産条件などによって，特に生産面で、苦慮していることがわかる。
なお，「従業者の老令化」を第1位に挙げた地域は，五箇山21.4%，利賀15.8%，城端1.9%，福
野10.6%の4地域である。これらの地域は県内陸部という地理的位置による労働力の流動化の困
難，伝統的な特定業種，地域の特化業種などの産地における労働環境条件，若年層に魅力ある営業
や職場と映らないことなどから生じている従業者の高令化を懸念している実情がよく伺われる。
このような経営上の問題点は，各地域の製造業者の大半を占める中小企業や従業者3人以下の零
細企業が厳しい経営環境の中で経営に苦悩していることをあらわす具体的な事項である。また，経
営上の問題点は各企業の存立要因に係わる重要な事項として十分に認識されているとともに，この
問題点にもとづいて各企業が今後の具体的な対応策を模索していることがわかる。
(2) 特化係数による経営上の問題点
表4-6によると，地域全体で最も大きな割合（1.0%）で挙げられた「価格競争の激化」とい
う経営上の問題点の特化係数は，地域全体（28地域）のうち11地域において1.20以上の値で示さ
れ，中田1.53，小矢部1.45，山田1.45，細入1.45，小杉1.41，福岡1.38，戸出1.37，井口1.28，入
善1.22，大島1.21，宇奈月1.21，井波1.20の11地域で相対的に高くなっている。これらの地域は，
最近の経営環境の変化をまともに受け， とりわけ市場面における価格競争の激化にまきこまれ，製
品や部品によっては特定の地域に工場・支店・営業所などをもっ県外の大企業との蟻烈な競争，親
企業の経営状況などの点からも価格競争で苦しんでいることを示している。
地域全体で第2位の割合（10.1%）で挙げらたた「製品受注の不安定」という経営上の問題の特
化係数は，八尾0.83，宇奈月0.00，下村0.00を除く地域で1.20以上の値は， 28地域のうち22地域で
示されている。この特化係数が顕著に高い地域は，細入3.13，山田3.13，井波2.49の3地域であ
り，「個人」の企業形態の多い地域である。これに次いで，戸出2.53，大山2.19，入善1.98，大沢野
1. 95，砺中1.89，大門1.86，井口1.84，朝日1.77，上市1.69，利賀1.64，小杉1.63の11地域で高い
特化係数が示されている。これらの地域は，特に最近の経営環境の変化によって生じた価格競争の
激化や企業内部の急激なコスト・ダウンなどの要因，景気動向，親企業の事業活動などの影響を受
けて，生産加工面における製品の受注が不安定であることを経営上の大きな問題点としている。
地域全体で第3位の割合（8.5%）で挙げられた「原材料の入手難と原材料費の高騰Jの特化係数
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は， 28地域の半数近くの13地域で1.00以上の値であり， 16地域で1.20以上の値で示されている。特
に水橋2.08，五箇山1.96，砺中1.96，庄JI!1. 93，福岡1.82の5地域で相対的に高い。これらの地域
は，第1次・第2次オイルショックなど各種の影響を受けて生産費の合理化を重要な経営上の問題
点として示している。
地域全体で第4位に挙げられた経営上の問題点の「人件費の高騰」の場合の特化係数は， 28地域
の4分の lほどの8地域だけが1.20以上の値であり，山田2.78，細入2.44，五箇山1.85，水橋1.81 
砺中1.65，上市1.51の6地域で相対的に高いウエイトを示している。これらの地域は，生産費の合
理化を支える人件費の高騰が経営活動に大きな影響を与える要因であることを指摘している。
地域全体で第5位に挙げられた経営上の問題点の「従業者の老令化」の特化係数は，地域全体の
8地域が1.20以上の地域である。五箇山2.89，中田2.85, 利賀2.14, 砺中1.64, 戸出1.46, 福野
1. 43の6地域で相対的に高くなっている。
3. 経営環境の不便な点
(1）地域全体の傾向
企業の経営環境の不便な点を表4-8でみると，まず地域全体の傾向では，最も不便な点は，
「まちに魅力がなく，若い従業者が集まらない」ことであり，このことが22.4%を占めている。す
なわち，このことは，企業の所在から生じる就業機会が少ないこと，仕事以外の広範な日常生活に
おいて魅力のある所がほとんどないことにも帰因している。
これに次いで，「交通運輸機関が不便である」ことは13.4%，「搬入道路が狭い」ことは12.4%で
あり，経営環境のハードな面では，特に交通運輸面の要因が原材料の入手・生産物の販売のために
必要であることをあらわしている。「教育訓練期間が少ない」ことは1.7%，「情報入手が少なし、」
こと10.6%，「公的な厚生研究設備が少ない」ことは9.5%であり，これらのことは経営環境のソフ
トな面が欠けていることを意味する。「公害問題でやかましい」ことは8.9%，「排水路が不足して
いる」ことは3.7%，の順である。「農業とのトラブルが多し、」というのは4.3%であり， 農工の境
のバランスは行政当局と農業関連団体によって十分に配慮されているからであろう。
経営環境のこれらの不便な点を， 3つに類別してみると，その不便な点の相互関係をより一層明
らかにすることができる。
① 事業環境に関するものでみると，「搬入道路が狭し、」こと（12.4%）が最も不便な点であるO
②経営環境に関するものでみると，「教育訓練機関が少ない」ことの不便さ（1.7%）が「情報
入手が少ない」ことの不便さ（10.6%）を上回っている。
③外部経済に関するものでみると，最も不便な点は「まちに魅力がなく，若い従業者が集まら
ない」（2.4%）ということである。次いで「交通運輸機関が不便である」こと (13.4%）を痛感し
ている。交通運輸機関の不便さは物流の円滑化を妨げる大きな問題点である。「公的な厚生・研究
設備が少ない」こと（9.5%），「公害問題でやかましい」こと（8.9%）も挙げられている。
(2）各地域の傾向
企業の経営環境の不便な点は，設問の回答では3つ挙げることになっている（表4-8）。
地域全体（28地域）で最も不便な点として挙げられた「まちに魅力がなく，若い従業者が集まら
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表4-8 商工会地域別経営環境の不便な点
??
（単位：%〉
同事事I~~~搬が入狭抗道い路I｜公でLや害い問か題ま欝暗雲院~~I鯵噌 未記入
朝日町 0.0 0.0 0.0 28.6 14.3 2.4 14.3 2.4 9.4 28.6 0.0 
入善町 0.0 5.1 3.4 1. 9 10.2 10.2 17.1 6.8 12.9 14.3 8. 1 
宇奈r月町 0.0 20.0 0.0 10.0 10.0 0.0 10.0 10.0 20.0 20.0 0.0 
大山町 0.0 0.0 0.0 12.0 20. 7 0.0 27.6 0.0 8.0 20. 7 1. 0 
上市町 2. 7 5.6 5.6 13.9 8.3 16. 7 1. 1 13.6 11.1 1. 1 0.0 
細入村 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 
八尾町 5.2 1. 7 1. 7 15.5 6.9 19.0 19.0 12. 1 3.4 12. 1 3.4 
大沢野町 2.3 0.0 0.0 1. 6 7.0 14.0 27.9 7.0 7.0 18.6 4.6 
山田村 33.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.6 0.0 0.0 0.0 0.0 
水 橋 3.0 1. 2 1. 2 14.0 15. 0 13. 7 23.0 1. 0 6.9 1. 0 0.0 
和 ム口、 0.0 4.5 4.5 4.5 4.5 0.0 45.5 0.0 13.6 22. 7 0.2 
小杉町 2.2 4.3 4.3 13.0 18.5 6.5 22.2 6.5 10.9 4.3 7.3 
大門町 1. 6 1. 6 1. 6 17.2 10.9 7.8 20.3 12.5 4. 7 17. 2 4.6 
下 村 0.0 0.0 0.0 18.8 6.3 12.3 25.0 6.3 6.3 25.0 0.0 
大島町 2.8 2.8 2.8 1. 1 5.6 20.5 12.8 15. 4! 12.8 8.3 5. 1 
中 田 0.0 0.0 5.9 0.0 5.9 15.8 26.3 1. 8 5.9 21. 1 7.3 
戸 出 0.0 9. 7 9. 7 6.4 6.4 12.9 22.6 19.4 2.2 9. 7 0.0 
小矢部 0.0 3.8 0.0 17.0 9.4 15.1 20.8 13.2 7.5 13.2 0.0 
砺 中 2.8 8. 1 0.0 8.1 10.8 16. 2 21.6 10.8 5.4 16. 2 0.0 
福岡町 5.4 10.8 3.2 9. 7 3.2 9. 7 12.6 7.3 10.8 3.2 24. 1 
福光町 5.6 8. 1 3.2 9.3 8.9 10.5 15.7 9. 7 1. 4 1. 4 6.2 
福野町 1. 8 3.4 1. 8 12.1 8.6 13.8 12.0 13.8 17. 2 15.5 0.0 
井波町 0.0 3.5 6.9 6.9 3.5 6.9 24.1 6.9 24.1 17.2 0.0 
庄川町 1. 4 7.4 1. 4 7.4 7.4 7.4 33.8 8.8 14.7 10. 3 0.0 
城端町 7.0 2.0 3.5 1. 9 5.0 14.3 23.8 7.5 12.4 10. 0 2.6 
五箇山 6.6 6. 7 0.0 0.0 0.0 6. 7 26. 7 13.3 6. 7 33.3 0.0 
利賀村 0.0 8.3 0.0 8.3 0.0 8.3 28.6 0.0 8.3 28.6 9.6 
井口村 0.0 10.7 10.7 0.0 0.0 10.7 28.6 0.0 '28.6 10. 7 0.0 
地域全体｜ 8. 91 9.5 0.0 
注 ゴチックの数字は各地域で第1位から第3位まで挙げられた経営環境の不便な点である。
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表 4ー 7 商工会地域別経営上の問題点に関する特化係数
：民価格競争の 製品受注の 手料原難費材（8.料のと5原高の〕騰入材 人件費の高激化 不安定 騰(11. O) (10. 1) (7.5) 回（答%率〕 ｜ 特係化数 回（答%率） ｜ 特係化数 回（答広率〉 ｜ 特係化数 回（答%率〉 ｜ 特係化数
朝 日 町 3.8 0.28 11. 3 1. 77 1. 3 0.18 2.5 0.35 
入 善 町 16.8 1. 22 11. 9 1. 98 10.1 1. 38 1.1 0.15 
宇奈月町 16. 7 1. 21 0.0 0.00 8.3 1.14 8.3 1. 15 
大 山 町 14.0 1. 01 14.0 2.19 6.8 0.93 9.1 1. 26 
上 市 町 13.0 0.94 10.8 1. 69 4.3 0.59 10.9 1. 51 
信田 入 村 20.0 1. 45 20.0 3. 13 0.0 0.00 17.6 2.44 
/¥ 尾 町 11. 7 0.85 5.3 0.83 7.4 1. 01 5.3 0. 74 
大沢野町 8.3 0.60 12.5 1. 95 10.4 1. 42 8.3 1. 15 
山 田 村 20.0 1. 45 20.0 3. 13 0.0 0.00 20.0 2. 78 
水 橋 10.4 0. 75 7.2 1. 13 15.2 2.08 13.0 1. 81 
和 A日． 10.8 0. 78 8. 1 1. 27 2. 7 0.37 8. 1 1. 13 
杉 町 19.5 1. 41 9.8 1. 63 9.2 1. 26 8.8 1. 22 
大 門 町 14.4 1. 04 1. 9 1. 86 6.8 0.93 5.9 0.83 
下 村 15.8 1. 14 0.0 0.00 5.3 0. 73 5.3 0. 74 
大 島 町 16. 7 1. 21 6. 7 1. 05 6. 7 0.92 1. 7 0.24 
中 田 21.1 1. 53 9.5 1. 48 0.0 0.00 4.8 0.67 
戸 出 18.9 1. 37 16.2 2.53 0.0 0.00 5.4 0. 75 
矢 部 20.0 I. 45 I 8.0 1. 25 7.8 1. 07 7.8 1. 03 
砺 中 14.3 1. 04 12. 1 1. 89 14.3 1. 96 1. 9 1. 65 
福 岡 町 19.0 1. 38 10.0 1. 56 13.3 1. 82 1. 9 0.26 
福 光 町 9.0 0.65 8.4 1. 31 10. 7 1. 47 8. 1 1. 13 
福 野 町 10. 6 0. 77 8.8 1. 38 7. 1 0.97 7. 1 0.99 
井 波 町 16.5 1. 20 18.8 2.94 5.9 0.81 8.2 1. 14 
庄 JI! 町 2. 1 0.15 1. 1 1. 73 14.1 1. 93 6. 1 0.85 
域 端 町 10. 7 0. 78 9.9 1. 55 5.2 0. 71 8.2 1. 14 
五 箇 山 14.3 1. 04 6. 7 1. 05 14.3 1. 96 13.3 1. 85 
来日 賀 町 0.0 0.00 10.5 1. 64 10.5 1. 44 0.0 0.00 
井 口 村 17.6 1. 28 1. 8 1. 84 5.9 0.81 5.9 0.82 
地域全体伊均値） ! 13.8 / I I 7.2 
注 1. 特化係数＝ 各問題点を挙げた各地域のアγヶート回答率
各問題点を挙げた地域全体のアシケート回答率の平均値
2. 問題点は〈 〉内表示の割合（%〉の多い順に列挙している。
従業者の老 利潤
令化 の低
(6.8) 
回（答%率〉 特係数化 回く答%〕率
5. 1 0.69 10. 1 
4.1 0.55 4.1 
8.3 1. 12 8.3 
4.5 0.64 0.0 
4.3 0.58 8. 7 
0.0 0.00 23.5 
2. 1 0.28 6.4 
4.2 0.57 4.2 
0.0 0.00 20.0 
6.5 0.88 1. 4 
3.1 1. 09 10.8 
6.3 0.85 8.5 
8.5 1. 15 5. 1 
5.3 0. 72 10. 5 
6. 7 0.93 6. 7 
21. 1 2.85 4.8 
10.8 1. 46 13.5 
5.6 0. 76 7.8 
12. 1 1. 64 2.4 
2.9 0.39 3.3 
4.6 0.62 9.0 
10.6 1. 43 7. 1 
1. 2 0. 16 7. 1 
9.2 1. 24 2.0 
1. 9 1. 61 7.4 
21. 4 2.89 0.0 
15.8 2. 14 10.5 
5.9 0.80 5.9 
I 7.4 1 1. 5 
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ない」ことを第1位に挙げている地域は， 28地域中の75%にあたる21地域で、ある。すなわち，山田
6. 6%，和合45.5%，庄川33.8%，利賀28.6%，井口28.6%，大沢野27.9%，大山27.6%，中田
26.3%，下25.0%，細入25.0%，井波24.1%，水橋23.0%, 大門20.3%, 八尾19.0%, 福光15.7 
%，福岡12.6%の21地域である。この不便な点を，第2位に挙げている地域は，五箇山26.7%，朝
日14.3%である。
地域全体で第2位として挙げられた「交通運輸機関が不便である」ことを第1位に挙げ、た地域
は，五箇山33.3%，下25.0%である。それを第2位に挙げ、た地域は，利賀28.6%，和合2.7%，中
田21.1%，大山20.7%，宇奈月20.0%，大沢野18.6%，大門17.2%，福野15.5%，入善14.3%，福
光1.4%の10地域であり，第3位に挙げた地域は，井波17.2%，井口14.3%，圧川10.3%である。
これらの地域はその県下における地理的位置だけでなく，国・県・地方道の整備あるいはこれらの
道路から離れていることが，企業の経営環境に影響していることを意味する。
地域全体で第3位として挙げられた「搬入道路が狭い」ことを第1位に挙げ子こ地域は，朝日28.6
%だけであり，第2位に挙げ、た地域は下18.8%，大門17.2%，小矢部17.0%，八尾15.5%の4地域
であり，第3位に挙げた地域は，水橋14.0%，上市13.9%，福岡9.7%，福光9.3%である。
その他，第1位として挙げられた不便な点は，上市が挙げた「教育訓練機関が少ない」こと (16.7 
%）である。宇奈月は「農業とのトラブルが多い」ことを第1位（20.0%）に挙げ，細入は排水の
ことも挙げている。
4. 経営環境の変化に対する今後の具体的な対応策
商工会地域の各企業は経営環境の変化に直面して，どのような経営姿勢ないしは事業姿勢で運営
してきているか，（2),（イ） どのような理由で事業の拡大を考えたか，その具体的方法は何か，（吋
どのような理由で事業の現状維持を考えたか，（3）今後どのような具体的な対応策を考えている
か，を検討しなければならない。これらの視点に立ってアンケート調査の結果を各項目ごとに，①
地域全体の傾向と，②各地域の傾向，に分けて順次検討する。
(1) 経営姿勢
①地域全体の傾向
地域全体の傾向をみると，地域全体（28地域）の半数近く（45.6%）が「規模を大きくせず経営
内容の質的向上に努力した」という経営姿勢でこの厳しい経営環境に対処している。「現状維持に
努力した」こと（25.1%）を合わせると70.7%になる。
②各地域の傾向
各地域の傾向では，「現状維持に努力した」という経営姿勢を第1位とした地域は，利賀57.1%,
福岡51.9%，細入42.9%，朝日38.2%である。これらの地域を除いた地域はすべて33～100%で、「規
模を大きくせず，経営内容の質的向上に努力した」としている。
(2), (1) 事業拡大の理由とその具体的方法
① 地域全体の傾向
表4-9によると，「事業の拡大に努力した」とし、ぅ経営姿勢は18.0%であるが，事業を拡大し
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表4-9 商工会地域別・経営姿勢，事業拡大の理由，事業拡大の具体的方法および事業現状維持の理由
(1）経営姿勢 （単位：%〉ι事劃新安大に！？？液晶｜空襲雑誌高｜鰐持に努｜雲罪捜小に｜未記入
朝日町｜ 20. 6 I 1i. s I 26. 5 I 38. 2 I 2. 9 I o. 1 
入善町｜ 16. 1 I 1i. 1 I 55. s I 1u I o. o I 5. 5 
宇奈月町｜ o. o I o. o I 100. o I o. o I o. o I o. o 
大山町
上市町
細入村
八尾町
大沢野町
山田村
水
和
橋
メ』
口
14.3 
23.5 
16. 7 
25.8 
12.5 
0.0 
25.5 
15.4 
7. 1 
0.0 
0.0 
9. 7 
6.2 
0.0 
3.9 
0.。
????
? 。
???
??
???????
?
???
14.3 
5.9 
42.9 
0.0 
0.0 
0.0 
6.5 
12.5 
0.0 
3.9 
0.0 
4.3 
0.0 
7. 1 
1. 5 
1. 5 
0.0 
5.9 
0.0 
小杉町
大門町
下村
大島町
中
??
戸
24.1 
10.3 
16. 7 
26.3 
25.0 
23. 1 
3.4 
15.4 
33.2 
10.5 
0.0 
0.。
35.5 
47.5 
33.3 
38.1 
55.6 
69.2 
6.5 
12.5 
100.0 
41.2 
30.8 
31. 0 
23.1 
16. 7 
21. 1 
12.5 
7. 7 
3.4 
2.6 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
2.6 
1. 1 
0.0 
4.0 
6.9 
0.0 
??????????????? ???????
地域全体｜
16. 7 10.0 
7. 1 
1. 3 
8.5 
7. 7 
4.3 
5.0 
11. 6 
20.0 
0.0 
14.3 
53.1 
42.9 
26.0 
39. 7 
35.9 
56.3 
50.0 
49.5 
60.0 
42.9 
33.3 
16. 7 
0.0 
51.9 
22.0 
20.5 
10.9 
35.0 
12.8 
0.0 
57.1 
28.6 
???????
? ?
??????
??
?????????
???
』｝
?
??
?
? ?? 】 ? ?????? ?
50.0 
16.9 
18.6 
30.8 
2.2 
5.0 
16.3 
20.0 
0.0 
14.3 
? 。????
? 7.6 45.6 
注 ゴチックの数字は各地域で最も多い構成比である。
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(2) 1. 事業拡大の理由
ニヰ 得意先の要請 工場が狭陸 その他びが期待できる
朝日町 5.9 5.9 8.8 5.9 
入善町 27.8 1. 1 1. 1 0.0 
宇奈月町 0.0 33.3 6. 7 0.0 
大山町 13.3 26. 7 6. 7 6. 7 
上市町 11. 8 1. 8 1. 8 1. 8 
細入村 14.3 0.0 14.3 0.0 
八尾町 21.9 9.4 21.9 3. 1 
大沢野町 6.3 12.5 6.3 6.3 
山田村 100.0 0.0 0.0 0.0 
水 橋 21.7 3.9 2.0 0.0 
和 A日． 23.1 7. 7 7. 7 0.0 
小杉町 19.4 22.6 22.6 0.0 
大門町 17. 5 17.5 10.0 7.5 
下 村 40.0 20.0 20.0 0.0 
大島町 28.6 4.8 4.8 4.8 
中 国 44.4 11.1 1. l 11.1 
戸 出 23. 1 15.4 0.0 0.0 
小矢部 31.3 12.5 12.5 0.0 
砺 中 35. 7 21. 4 14.3 21. 4 
福岡町 34.2 2.5 5.1 7.6 
福光町 12. 7 1. 1 15. 9 1. 6 
福野町 17.9 17. 9 12.8 2.6 
井波町 6.3 21.9 3.1 12.5 
庄川町 4.8 7. 1 16.7 7.1 
城端町 25.3 10.5 8.4 2. 1 
五箇山 40.0 40.0 0.0 0.0 
利賀村 100.0 0.0 0.0 0.0 
井口村 0.0 22.2 1. 1 0.0 
地域全体｜ 44.1 24.6 22.3 9.0 
注 ゴチックの数字は各地域で最も多い構成比である。
く単位：%〕
未記入
73.5 
50.0 
0.0 
46.6 
52.8 
71. 4 
43. 7 
68.6 
0.0 
72.4 
61. 5 
35.4 
47.5 
20.0 
57.0 
22.3 
61. 5 
43. 7 
7.2 
50.6 
58. 7 
48.8 
56.2 
64.3 
53. 7 
20.0 
0.0 
66. 7 
0.0 
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(2) 2. 事業拡大の具体的方法
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（単位：%〉
両1 :[H：権時料開；1販吋叫 未記入張増
朝日町 8.8 0.0 2.9 0.0 0.0 2.9 2.9 0.0 2.9 0.0 79.6 
入善町 11.1 5.6 13.9 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0 1. l 0.0 55.5 
宇奈月町 66. 7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
大山町 6. 7 26.7 13.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 53.3 
上市町 13. 3 0.0 35.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 45.5 
細入村 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 85. 7 
八尾町 18.8 0.0 12.5 0.0 0.0 12.5 3. 1 0.0 0.0 0.0 53. 1 
大沢野町 6.3 6.3 18.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 68.6 
山田村 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
水 橋 9.8 0.0 11. 8 0.0 0.0 3.9 0.0 0.0 2.0 0.0 72.5 
和 ム同ー 15.4 0.0 23.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 61. 5 
小杉町 29.0 6.5 22.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 0.0 38. 7 
大門町 10.0 7.5 17.5 2.5 0.0 2.5 2.5 5.0 7.5 2.5 42.5 
下 村 20.0 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 
大島町 9.5 0.0 9.5 0.0 0.0 19. 0 0.0 0.0 4.8 0.0 57.2 
中 田 22.2 0.0 22.2 0.0 0.0 1. 1 0.0 0.0 11.1 0.0 33.4 
戸 出 0.0 7. 7 30.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 61. 5 
小矢部 21.9 6.3 15.6 0.0 0.0 9.4 0.0 0.0 3.1 3. 1 40.6 
砺 中 21. 4 0.0 50.0 0.0 0.0 7. 1 0.0 0.0 0.0 7. 1 14.4 
福岡町 13. 9 3.8 8.9 2.5 0.0 6.3 1. 3 2.5 7.6 0.0 53. 2 
福光町 12. 7 3.2 19.0 0.0 0.0 1. 6 0.0 0.0 4.8 0.0 58. 7 
福野町 12.8 5.1 17.9 0.0 0.0 0.0 5.1 0.0 0.0 2.6 56.5 
井波町 3.1 6.3 6.3 3. 1 3.1 6.3 6.3 0.0 9.4 0.0 56.1 
庄川町 9.5 7. 1 1. 9 2.4 0.0 0.0 2.4 2.4 2.4 0.0 61. 9 
城端町 13. 7 8.4 18.9 1. 1 0.0 2. 1 1. 1 3.2 1. 1 0.0 50.4 
五箇山 0.0 40.0 20.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 
利賀村 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
井口村 11.1 0.0 22.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66. 7 
地域全体 29. ol1. 31 34. 81 0.3 2.9 0.1 
注 ゴチックの数字は各地域で最も大きな構成比である。
? ?? 。
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(2) 3. 事業現状維持の理由
斗L人が集まらな 拡が，大資し金たがいな 拡販が売伴大力わしやたな受い注が力，I 足拡生力産大，し技能てした力術い力．いる技がが不， 能し、 し、
朝日町 2.9 8.8 17.6 0.0 1. 8 58.9 
入善町 1. 1 5.6 1. 1 0.0 5.6 66.6 
宇奈月町 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 
大山町 0.0 0.0 26. 7 0.0 0.0 73.3 
上市町 13.3 23.5 13.3 0.0 13.3 36.6 
細入村 0.0 0.0 28.6 28.6 0.0 42.8 
八尾町 9.4 15.6 21. 9 3. 1 9.4 40.6 
大沢野町 0.0 12.5 18.8 12.5 0.0 56.2 
山田村 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
水 橋 0.0 7.8 33.3 9.8 3.9 45.2 
和 ム日ー 7. 7 7. 7 30.8 7. 7 0.0 46.1 
小杉町 16. 1 9. 7 12.9 3.2 6.5 51. 6 
大門町 12.5 12.5 35.0 7.5 2.5 30.0 
下 村 0.0 0.0 33.3 16. 7 16. 7 33.3 
大島町 4.8 9.5 14.3 9.5 0.0 61. 9 
中 田 1. 1 0.0 1. 1 0.0 0.0 77.8 
戸 出 7. 7 0.0 38.5 0.0 0.0 53.8 
小矢部 9. 7 9. 7 6.5 12.9 9. 7 51. 5 
砺 中 7. 1 0.0 7. 1 7. 1 0.0 78. 7 
福岡町 2.5 11.・4 1. 4 15.2 8.4 51. 1 
福光町 7.9 7.9 17.5 12. 7 4.8 49.2 
福野町 12.8 7. 7 10.3 5. 1 7. 7 56.4 
井波町 6.3 12.5 37.5 0.0 9.4 34.3 
庄川町 26.2 16. 7 14.3 9.5 4.8 28.5 
城端町 7.4 10.5 12.6 1. 6 10.5 47.4 
五箇山 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 
利賀村 0.0 33.3 66. 7 0.0 0.0 0.0 
井口村 1. 1 22.2 0.0 22.2 0.0 44.5 
地域全体｜ 0.0 
注 ゴチックの数字は各地域で最も多い構成比である。
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たい理由としては，地域全体（28地域）の半数近く（45.0%）が「将来の需要の伸びが期待でき
る」ことを挙げている。その理由として「得意先の要請」と「工場の狭隆」を合わせると， 45.9%
になる。
事業拡大の具体的方法としては，「設備の近代化」の34.6%が最も多く挙げられている。 これに
次いで「工場拡張」を挙げており，この方法が3分の 1の29.6%を占める。
②各地域の傾向
事業を拡大したい理由として「将来の需要の伸びが期待できる」ことを挙げている地域は， 朝
日，宇奈月，大山，大沢野，小杉，井波，庄川，井口を除く大多数の地域である。大沢野12.5%,
大山26.7%，小杉2.6%，井波21.9%，福野17.9%，井口22.2%の6地域は「得意先の要請」を挙
げている。宇奈月6.7%，八尾21.9%，福光15.9%，庄川16.7%の4地域は「工場の狭隆」を挙げ
ている。これらの地域の経営者は，今後の企業経営に自信をもち，厳しい経営環境を克服していく
だけの決意をもっていると思われる。
「設備の近代化」を事業拡大の具体的方法として挙げている地域は，次の地域を除く大多数の地域
である。利賀100.0%，大山26.7%，五箇山40.0%は「従業者増」を挙げ，宇奈月6.7%，小杉29.0
Z，小矢部21.9%，八尾18.8%，福岡13.9%，朝日8.8%の6地域は「工場拡張」を挙げている。
(2), （吋事業現状維持の理由
①地域全体の傾向
表4-9によると，地域全体の35.3%は「拡大したいが，販売力や受注力が伴わない」ことを現
状維持の理由としている。これに次いで「拡大したいが，生産能力，技能力，技術力が不足してい
る」が16.6%，「人が集まらない」が15.8%であり，受注生産，販売，生産技術，従業者の諸問題
を現状維持の理由として挙げている。
②各地域の傾向
上市，小杉，砺中，福野，庄川，五箇山以外の大多数の地域は，現状維持の理由として， 「拡大
したいが，販売力や受注力が伴わない」ことを挙げている。
小杉16.1%，砺中7.1%，福野12.8%，庄川26.2%，五箇山50.0%の5地域は「人が集まらない」
ことを挙げている。しかし交通の便のよい小杉に人が集まりにくいということは，業種の内容
（第1章の表1-11を参照。）に問題があるからであろう。
上市23.5%と井口22.2%は「拡大したし、が，資金がない」こと，小矢部1.3%, 福岡 15.2%は
「拡大したいが，生産能力，技能力，技術力が不足している」ことを挙げている。
(3) 今後の具体的な対応策
今後の具体的な対応策については，（1) アンケートの回答率，（2) 特化係数の2つの点から分析
する。
(1) アンケートの回答率による今後の具体的な対応策
① 地域全体の傾向
表4-10によると，「優れた機械・設備の導入」とし、う今後の具体策が地域全体（28地域）のほ
ぼ18.3%を占めて最も多い。これに次いで，「品質管理の徹底」が17.3%，「営業力の強化」が15.3
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表4-10 商工会地域別・経営環境の変化に対する今後の具体的な対応策
ぱ｜ 第 1 位 第 2 位 第 3 位
朝日町 営業力の強化 % 新規取引先の開拓 % 品質管理の徹底32.3 12.9 
入善町 優れた機械・設備の導入 19.3 品質管理の徹底 19.3 生産工程の合理化
宇奈月町 充新製実品・新技術開発力の 20.0 品質管理の徹底 20.0 生産工程の合理化
大山町 新規取引先の開拓 17.1優れた機械・設備の導入
上市町 新規取引先の開拓 22.9品質管理の徹底 20.8 優れた機械・設備の導入
細入村 新規取引先の開拓 18.2 品質管理の徹底 18. 2i優れた機械・設備の導入
八尾町 優れた機械・設備の導入 18.6 新規取引先の開拓 15. 1 品質管理の徹底
大沢野町 生産工程の合理化 16. 7 新規取引先の開拓 16. 7 品質管理の徹底
山田村 新規取引先の開拓 50.0 
水橋 生産工程の合理化 22.3 新規取引先の開拓 18.4 品質管理の徹底
和合 新規取引先の開拓 23.3 営業力の強化 16. 7 優れた機械の設備の導入
小杉町 優れた機械・設備の導入 17. 1 雲製品・新技術開発力の充 14.6 品質管理の徹底
大門町 営業力の強化 16.3 優れた機械・設備の導入 15.2 品質管理の徹底
下村 新規取引先の開拓 15.8 品質管理の徹底 15.8 営業力の強化
大島町 優れた機械・設備の導入 20.0 品質管理の徹底 16.4 新規取引先の開拓
中田 優れた機械・設備の導入 22. 7 新規取引先の開拓 13.6 充新製実品・新技術開発力の
戸出 優れた機械・設備の導入 21. 6 品質管理の徹底 18.9 新規取引先の開拓
小矢部 優れた機械・設備の導入 22.5 営業力の強化 16.3 品質管理の徹底
砺中 品質管理の徹底 24.4 優れた機械・設備の導入 14.6 生新規産工取程引先の合の理開拓化
福岡町 品質管理の徹底 19.6 優れた機械・設備の導入 18.3 生産工程の合理化
福光町 優れた機械・設備の導入 19. 1 品質管理の徹底 17. 7 生産工程の合理化
福野町 優れた機械・設備の導入 18.2 品質管理の徹底 14.1 営業力の強化
井波町 実新製品・新技術開発力の充 23.2 新規取引先の開拓 19.6 営業力の強化
庄川町 優れた機械・設備の導入 18.0 生産工程の合理化 16.9 営業力の強化
城端町 優れた機械・設備の導入 18. 7 品質管理の徹底 17. 7 充新実製品・新技術開発力の
五箇山 実新製品・新技術開発力の充 23. 1 新規取引先の開拓 15.4 
営生語テ業一産美ム力工語化程読の石強の合英化理同化キシス
利賀村 営業力の強化 26. 7 不採算部門からの撤退 26. 7 
井口村 品質管理の徹底 27.8 優れた機械・設備の導入 16. 7 新規取引先の開拓
望器｜優れた機械・設備の導入 18.3 品質管理の徹底 17. 31営業力の強化
注 1. 同ーの割合のときの順位は入れかえてもよい。
2. 構成比は各地域のア γヶート回答率である。
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%，既存機械や既存工具の工夫改良による生産工程の合理化」が13.5%, 「新規取引先の開拓」が
13. 3%，「新製品・新技術開発力の充実」が1.6%という順で具体的な対応策が考えられている。
今後の具体的な対応策をまず生産面からみると，「優れた機械・設備の導入」 (18.3%），「品質管
理の徹底」（17.3%），「生産工程の合理化」 (15,3%）が挙げられ，いずれも最近の経営環境の変化
として考えられる価格競争の激化，人件費などのコスト・アップなどに対する対応策が各企業の強
み，特徴に応じてとられていることがわかる。また，「新製品・新技術開発力の充実」（1.6%）を
オリジナル商品による高付加価値製品の開発にとっで重要な対応策とみなしている。このような4
つの方策に次いで，「情報の収集や活用」，「下請の外注や仕入先の選別や組織化」（3.2%）や「取扱
商品の標準化・規格化」（1.8%）などの生産面における合理化と効率化を意図したコスト・ダウン
対策が考えられている。生産面の対応策の合計の割合は全体の71.4%を占めており，経営上の生産
面の問題点とも関連した生産面の対応策がいかに重視されているかがわかる。
販売面では，「新規取引先の開拓」 (13.3%）による需要の確保とその開拓が経営面の「営業力の
強化」 (15.3%）とならんで重要な対応策として考えられている。
②各地域の傾向
今後の具体的な対応策は，設問の解答では3つ挙げることになっている（表4-11）。
地域全体（28地域）で第1位の割合 (16.4%）で挙げられた生産面の対応策の「優れた機械・設
備の導入」を第1位に挙げた地域は， 28地域中10地域である。すなわち，中田2.7%，小矢部22.5
%，戸出21.6%，入善20.2%，福光19.1%，城端18.7%，八尾18.6%，福野18.2%，圧川18.0%,
小杉17.1%の10地域である。これらの地域には，ある程度の工業密度や工業規模が集積しており，
労働力の不足を克服して今まで以上に生産性を上げるために，また，品質を向上させるためにも，
優れた機械や設備の導入を意識している企業が多い。しかし，その導入に値するだけの資本蓄積力
の有無，景気の動向，採算，中小企業構造改善事業などに係わる制度金融の貸出額・利率・期間な
どの貸出条件などの諸問題が大きく残されている。
地域全体で第2位の割合 (15.4%）で挙げられた生産面の対応策の「品質管理の徹底」を第1位
に挙げた地域は，井口27.8%，砺中24.4%，宇奈月20.0%，福岡19.6%，大沢野16.7%，大島16.1 
%の6地域である。これらの地域では，その業種の製品や部品における必要上から特に品質管理の
徹底が意識されているわけであると思われる。
地域全体で第3位の割合（13.6%）で挙げられた販売面の対応策の「営業力の強化」を第1位に
挙げた地域は，朝日32.3%，利賀26.7%，大門16.3%の3地域である。
これらの3大具体策の他に，流通面の対応策である「新規取引先の開拓」を第1位に挙げた地域
も多く，和合23.3%，上市2.9%，大山20.0%，細入18.2%，大沢野16.7%，下15.8%，八尾15.1 
Zの7地域である。
生産面の対応策である「既存機械や既存工具の工夫改良による生産工程の合理化」を第1位に挙
げた地域は，水橋22.3%，大沢野16.7%の2地域だけである。生産面の対応策としての「新製品！
新技術開発力の充実」を第1位に挙げ、た地域は，伝統的工芸品産業地域の井波23.2%，五箇山23.1 
%である。
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(2) 特化係数による今後の具体的な対応策
表4-10によると，地域全体（28地域）で最も大きな割合 (18.3%）で挙げられた具体策の「優
れた機械・設備の導入」の特化係数は，全地域28のうちの11地域が1.20以上の値であり，中田1.50. 
小矢部1.49，戸出1.43，入善1.34，大島1.32の5地域が相対的に高い値であり，特に目立ってい
る。これらの地域は，生産活動面における合理化と効率化を図り，経営効率の向上を図ることを最
も重要な対応策としている。このことは企業を取り巻く経営環境の変化としてあらわれた市場面に
おける価格競争の激化や企業内部のコスト・アップに対する企業の具体的な対応策であるとみなす
ことができる。
地域全体（28地域）で第2位の割合（17.3%）で挙げられた「品質管理の徹底」の特化係数は，
28地域のうちの7地域だけが1.20以上の値であり，井口1.87，砺中1.64，上市1.40，福岡1.32，入
善1.30の5地域で相対的に高い。これらの地域は，そこに存在する企業の価格競争やコスト・アッ
プによる利潤低下をもたらせる価格競争は避け，品質や機能面などの非価格競争（品質競争）にも
経営上の重点をおいていると想定される。この品質管理の徹底は品質競争の激化に対応しようとす
る具体策を示したものである。
地域全体（28地域）で第3位の割合 (13.5%）で挙げられた「営業力の強化」の特化係数は， 28
地域のうちの11地域が1.20以上の値であり，朝日2.74，利賀2.26で顕著な値を示している。井波
1. 66，大門1.38，小矢部1.38，下1.34の4地域も高い特化係数を示している。これらの地域は，強
力な販売ルートの開拓や販売力の強化を大きな課題としていることが想定される。
地域全体（28地域）で第4イ立の対応策として挙げられた「生産工程の合理化」の特化係数は， 28
地域のうちの11地域が1.20以上の値の地域であり，水橋2.08，宇奈月1.87，福岡1.59，庄川1.58, 
大沢野1.56，入善1.49，五箇山1.44，大山1.34の8地域で相対的に高くなっている。これらの地域
は，価格競争の影響を強く受けているため，これに対応する方向として生産工程の合理化とならん
で新鋭設備の導入，不採算面の再考，外注・下請などの組織化・選別化，外注管理などの管理水準
の向上などを通じて経営活動の合理化と効率化を図ろうとしている。
地域全体（28地域）で第5位の対応策として挙げられた「新規取引先の開拓」の特化係数は， 28
地域の4分の lの7地域だけが1.20以上の値であり，山田3.36が顕著である。和合1.56，上市1.5 
4，大山 1.34，井波1.32の4地域でも相対的に高くなっている。これらの地域は，特に市場活動に
対して積極的な対応策を図ろうとしている。
このように（1）と（2）の今後の具体的な対応策をみると，各地域の地場産業，従って，各企業の今後
の進むべき適正な方向をより一層明らかにすることができる。
第6節地域経済に対する地場産業（製造業）の役割
調査対象企業の経営者の経営意識を調査したアンケート調査の結果では，次の少なくとも 4つ
(1.～4. ）のことを明らかにすることがで、きた。
1. 各地域の地場産業が地域経済の中で果たしている役割
富山県における地場産業の存立要因，経営環境の変化に対す
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表 4-11 商工会地域別・今後の具体的な対応策に関する特化係数
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：瓦竺優導れ入た機械・設備の I 品質管理の徹底 営業力の強化(18. 3) (17. 3) (15. 3) 回答率ω ｜特化係数｜回答率（幼｜特化係数｜回答率（幼｜特化係数
朝 日 町 9. 7 
入 善 町 20.2 
p子. 乏ノ，三、 月 町 10.0 
大 山 町 17. 1 
上 市 町 18.8 
細 入 村 18.2 
/¥ 尾 町 18.6 
大 沢 野 町 4.8 
山 田 村 0.0 
水 橋 1. 7 
和 ムロ 16. 7 
杉 町 17.1 
大 門 町 15.2 
下 村 15.8 
大 島 町 20.0 
中 田 22. 7 
戸 出 21. 6 
矢 部 22.5 
砺 中 14.6 
福 岡 町 18.3 
福 光 町 19. 1 
福 野 町 18.2 
井 波 町 5.4 
庄 Jl 町 18.0 
城 端 町 18. 7 
五 箇 山 7. 7 
利 賀 村 6. 7 
井 口 村 16. 7 
地域全体〈平均値〉
各対応策を挙け注 1. 特化係数＝ ~ 
0.64 12.9 
1. 34 19.3 
0.66 20.0 
1. 13 17.1 
1. 24 20.8 
1. 01 18.2 
1. 23 15. 1 
0.32 16. 7 
0.00 0.0 
0.77 17.5 
1. 11 6. 7 
1. 13 13.4 
1. 01 13.0 
1. 05 15.8 
1. 32 16. 1 
1. 50 9. 5 
1.43 18.9 
1. 49 15.0 
0.97 24.4 
1. 21 19.6 
1. 26 17. 7 
1. 21 14. 1 
0.36 7. 1 
1. 19 9.0 
1. 24 17. 7 
0.51 7. 7 
0.44 6. 7 
1.11 27.8 
｜ 
2. 対応策は〈 〉内表示の割合（広〉の多い順に列挙している。
0.87 32.3 2. 74 
1. 30 13. 1 1.11 
0.67 10.0 0.85 
1.15 14.3 1. 21 
1. 40 8.3 0. 70 
1. 22 0.0 0.00 
1. 01 9.3 0. 79 
1. 12 1. 9 1. 01 
0.00 0.0 0.00 
1. 17 5.8 0.49 
0.45 16. 7 1. 42 
0.90 1. 4 0.97 
0.87 16.3 1. 38 
1. 06 15 . 8 1. 34 
1. 08 9.1 0.77 
0.64 9.5 0.81 
1. 27 13.5 1. 14 
1. 01 16.3 1. 38 
1. 64 12.2 1. 03 
1. 32 5.9 0.50 
1.19 9.5 0.81 
0.95 11.1 0.94 
0.48 19.6 1. 66 
0.64 12.4 0.11 
1.19 8.5 0. 72 
0.52 15.4 1. 31 
0.45 26. 7 2.26 
1. 87 5.6 0.47 
1 
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［新規取引先吋銑手術開I情町村用｜葺諸島E仕入
(13. 3) (11. 6) (3. 9) (3. 2) 
回答率ω｜特化係数｜回答率〈幼｜特化係数I回答率（%）／特化係数｜回答率（%）1特化係数｜｜回答率（%）／ 特化係数
1. 6 0. 15 12.9 0.87 6.5 0.62 1. 6 0.50 0.0 0.00 
15.9 1. 49 9.5 0.64 4.8 0.46 2.4 0.75 2.4 1. 00 
20.0 1. 87 10.0 0.67 20.0 1. 90 0.0 0.00 0.0 0.00 
14.3 1. 34 20.0 1. 34 5. 7 0.54 5. 7 0.0 0.00 
6.3 0.59 22.9 1. 54 10.4 0.99 4.2 1. 31 2.1 0.88 
0.0 0.00 18.2 1. 22 9. 1 0.87 0.0 0.00 0.0 0.00 
10.5 0.98 15.l 1. 01 14.0 1. 33 5.8 1. 81 2.3 0.96 
16. 7 1. 56 16. 7 1.12 11. 9 1.13 9.5 2.97 0.0 0.00 
0.0 0.00 50.0 3.36 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 
22.3 2.08 18.4 1. 23 4.9 0.47 1. 9 0.59 0.0 0.00 
13.3 1. 24 23.3 1. 56 6. 7 0.64 6. 7 2.09 3.3 1. 38 
6.3 0.59 1. 4 0. 77 14.6 1. 39 2.5 0. 78 5.1 2. 13 
12.5 1. 17 6.8 0.46 9. 1 0.87 2.3 0. 72 9. 1 3. 79 
15.8 1. 48 15.8 1. 06 13.2 1. 26 0.0 0.00 0.0 0.00 
9.1 0.85 12.5 0.84 12. 7 1. 21 5.5 1. 72 1. 8 0.75 
9.5 0.89 13.6 0.91 13.6 1. 30 0.0 0.00 4.8 2.00 
10.8 1. 01 16.2 1. 09 8. 1 0. 77 2. 7 0.84 0.0 0.00 
10.0 0.93 12.5 0.84 10. 0 0.95 0.0 0.00 3.8 1. 58 
12.2 1. 14 12.2 0.82 5.3 0.53 2.6 0.81 0.0 0.00 
17.0 1. 59 7.8 0.52 7.8 0. 74 1. 3 0.41 2.6 1. 08 
10. 5 0.98 9.9 0.66 11. 4 1. 09 3.8 1.19 4.4 1. 83 
10.1 0.94 8. 1 0.54 10. 1 0.96 3.0 0.94 6.1 2.54 
3.6 0.34 19. 1 1. 32 23.2 2.21 7.1 2.22 0.0 0.00 
16.9 1. 58 10.1 0.68 10.1 0.96 3.4 1. 06 1. 1 0.46 
13. 7 1. 28 9. 7 0.65 14.9 1. 42 6.0 1. 88 2.8 1. 17 
15.4 1. 44 15.4 1. 03 23.l 2.20 0.0 0.00 7. 7 3.21 
0.0 0.00 6. 7 0.45 6. 7 0.64 6. 7 2.09 6. 7 2. 79 
5.6 0.52 1. 1 0. 74 5.6 0.53 5.6 1. 75 0.0 0.00 
｜ 14.9 ｜ ｜ 3.2 I 
(1）地域全体の傾向
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地域全体の傾向では，各地域の地場産業が地域経済の中で重要な役割を「果たしている」と思う
のが47.7%である。しかし 「果たしていなし、」 14.5%と「わからなし、」 37.8%を合わせると，半
数を超える割合で示され，「果たしている」と思う方が僅かに少ない。
(2）各地域の傾向
大多数の地域は「果たしている」と思っているが， 「果たしている」ことよりも「わからなし、」
というのが多く示されている地域は，大山，細入，水橋，和合，小杉，大島，井口である。 「果た
していなし、」と思うのを最も多く示した地域は朝日50.0%である。
このようなアンケート調査結果とは別に，地場産業の中の製造業の企業が地域経済において果た
している役割は極めて大きいことは第2章で強調している。
2. 地場産業（製造業）の振興
(1）地域全体の傾向
地域全体の傾向でみると，「大いに振興させていくべきである」というのが6.6%を占める。
(2）各地域の傾向
各地域とも40～76%の割合で「大いに振興させていくべきである」としている。
地場産業の振興という各地域の企業の存続に係わる問題については，明確な経営者の意識が示さ
れている。各企業がもっている事業上の強みをより一層発揮し，経営上の諸問題点に対処し，これ
を苦心して克服し，今後の具体的な対応策をもって企業活動を続けていくためには，国・県・市町
村のきめ細かな地場産業の振興策が肝要である。
3. 国，地方公共団体，商工会などの地場産業育成策に対する満足度
(1）地域全体の傾向
地域全体の傾向では，「まあまあ」が35.1%，「満足できない」が3.0%を占める。
概して，地域全体は「満足できない」ことをあらわしている。
(2）各地域の傾向
各地域の傾向をみると， 「まあまあ」とし、う地域が多く，大沢野68.8%，砺中50.0%，庄川47.6
%，小矢部46.9%，細入42.9%，大山40.0%，福岡39.2%，戸出38.5%，大島38.1%, 八尾37.5
%，入善33.3%，中田33.2%，井波28.1%の13地域は「まあまあ」というのを第1位に挙げている
地域である。
「満足できなし、」を第1位に挙げた地域は，宇奈月100.0%，下83.3%，五箇山60.0%，上市52.9
%，城端44.2%，福光38.1%，福野33.3%，大門32.5%の8地域である。
「わからなし、」を第1位に挙げ、た地域は，朝日67.6%，和合61.5%，井口55.6%，水橋45.1%,
小杉38.7%の5地域である。
4. 地場産業（製造業）振興の推進者
(1）地域全体の傾向
地域全体の傾向では，「町ぐるみ（市・町・村）」が40.5%で最も多い。このことはまず企業が存
立する地域を市や町や村の当局だけでなく，住民も含めて町村行政全体の中で地場産業（製造業）
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の振興を位置づけ，長期的な地域振興を図る必要があることを意味している。次いで「国や県」の
21. 9%，「商工会」の16.2%である。
(2）各地域の傾向
各地域の傾向では， 「国や県」を第1位に挙げ、た地域は，大島47.6%，水橋35.2%，砺中28.6% 
の3地域である。これらの地域では国や県に対する期待が大きい。
「商工会」を第1位に挙げた地域は，小杉35.5%，下33.4%，中田22.2%の3地域である。この
意味でも，富山県商工会連合会の役割は重要である。但し，この商工会連合会の役割はこれまでの
ところ商業の振興に偏りがちであるから，工業の振興にも力を入れてほしいとし、う要望がアンケー
ト調査結果にかなり見受けられたことをここに記述しておきたい。
この他，地域全体（28地域）で第1位に挙げ、た「町ぐるみ」をやはり第1位に挙げ、た地域が多
し、。
県・市町村や商工会などの役割は，やはり製造業者の経営指導，経営上の計数計算の指導，講習
会開催などの経営面からの指導だけでなく，法人税，その他の租税や制度金融などの財政的・金融
的措置に関する行政面からの指導などを行うことが重要である。そのためには，県・市町村や商工
会の各種の調査報告，アンケート調査，資料集などの分析，広報活動などをきめ細かく行う必要が
ある。
第7節残された問題点
小論の第1章と第2章において，さらに第3章において分析していない残された問題点は次の少
なくとも 6つのことである。
まず第1に，中小企業金融に関する分析が欠けていることである。とりわけ，昭和52年度の本県
中小企業の経営状況は全体として景気の回復感が十分でなく，業種聞の肢行性が目立ち，決して満
足すべきものでなく，アンケート調査でも「横ばい」というのが大多数の経営感覚である。「昭和5
2年度の県内中小企業金融は，全体的に緩和傾向を強める昭和51年度の水準を上回ったものの， 一
部の業種を除いては前年度に引き続き設備投資に盛り上りを欠いたため，企業の担保余力とあいま
って，企業の借入需要は，総体として低水準で推移した。～このため，国・県では，各種制度融資の
充実及び信用保証協会の強化を図るとともに，制度の弾力的運営を行うことにより，融資及び信用
補完の両面から金融の円滑化に努めた」（富山県統計調査課編， 『富山県の歩み一一県民生活と県
内経済一一』，昭和53年版，昭和54年2月， 242頁。〉という現状認識とそれに対する方策が実施さ
れている。
この52年度だけでなく53年度の状況からみると，中小企業金融については，市町村別・地域別・
業種別の貸出状況，金融機関別貸出額，県信用保証協会の保証債務残高及び代位弁済，各種融資制
度の利用状況などの金融面の助成措置に関する分析，さらに倒産に関する分析などが必要で、ある。
このような分析をするためには，例えば，次の調査報告書が極めて有用である。
(1) 富山県商工会連合会編， 『富山県中小金融実態調査』，昭和54年12月。
(2) 富山相互銀行編， 『富山県内の中小企業動向調査』，昭和55年4月。
富山県における地場産業の存立要因，経営環境の変化に対す
る今後の対応策および地域経済に対する役割
(3）富山県総務部編， 『昭和53年度富山県法人企業統計調査報告書』，昭和55年3月。
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第2に，各地域の「業種別」の主題に関する分析をしていないことである。また，各地域の中核
業種については産業細分類別の分析をしていないことである。
第3に，最近の経営環境の急激な変化に係わる工場の拡張や設備の近代化のための設備投資の動
向に関する分析をしていないことである。この点の分析には，前記の『工業統計』 （従業者規模10
人以上の事業所の場合）の他には，次のものが極めて有用である。
日本開発銀行金沢支店編， 『設備投資の動向』，各年度。
第4に，市町村別・商工会地域別の法人所得税，事業税などの納税額，さらに，所得額によって
工業構造を分析するという方法をここでは示していないことである。
第5に，企業系列に関する分析をもう少し細かくする必要があったということである。中小企業
にとって親企業との関係は生産面では極めて重要であるからである。また，特定の企業系列下に入
っていない独立企業の場合でも販売先，仕入先などの流通面では特定の企業と結びつきがあるか
ら， この流通面からの分析も必要である。
第6に，地域経済における地場産業（製造業）の役割に関するアンケートの設聞はもう少しきめ
の細かいものにすべきであったと思われることである。明確な設問内容のアンケートにすべきであ
った。この点を欠いたことが各地域の回答率のバラツキを生じさせた原因となっているからであ
る。
第5章むすび
前章までにおいて，富山県商工会連合会加入地域における地場産業としての製造業の存立要因，
経営環境の変化に対する今後の具体的な対応策，さらに地場産業が地域経済に果たす役割と存在意
義について調査・分析した。
この調査・分析は，できるだけ客観的に分析したものであるが，主観的な点がなお残っているか
＋ 
もしれない。この点は今後留意しなければならないと思っている。それにしても，小論のような調
査目的と分析方法でも製造業の中小・零細企業の工業構造，工業政策および経営者意識に関する 1
つの経済政策的考察として，また地域振興政策・開発政策的考察として若干の意義があるものと思
われる。
小論における調査・分析を通じて，商工会地域における地場産業としての製造業の各企業が，厳
しい経営環境に対処し，自らの事業上の強み（特徴）を発揮して存立し，経営上の問題点にもとづ
いた今後の具体的な対応策をもって，自らの経営体質を強化するための必死の企業努力を続けてい
ることを明らかにすることがで、きた。このような努力を続ける各企業の存続と発展，従って，各地
域の振興を図るためには，国や県・市町村などの望ましい工業施策の策定とその強力な推進が必要
である。そのためには，財源を中・長期にわたって安定的にいかにして調達するか，また，各種の
公的資金をどのようにして効率的に配分するかが大きな問題である。
＊ 小論は昭和54・55年度富山大学経済学部日本海経済研究所の研究事業として作成された研究
成果である。その際，同学部の諸先生，同学部会計係および庶務係文部事務官諸氏，富山県中小企
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業課，富山県商工会連合会，各地域の商工会には大変な御指導と御助力を頂載いたしましでありが
とうございました。同学部の竹JlJ~真吾助教授にはむすび、のところで貴重なコメントを頂載しまし
た。さらに，資料の整理などでは特にアンケート調査結果の煩雑な集計とこれにもとづく表や図の
作成にあたり，吉村たみ子さん，一橋政明君，杉本雅一君，辻村啓一郎君に大変な御世話になりま
した。併せてこの機会に御礼を申し上げます。
